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はじめに 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故の教訓を

踏まえ、従前は関係行政機関が担っていた原子力の規制等の事務を一元的に担う組織とし

て、原子力規制委員会が平成 24 年 9 月に設置された。 

 

原子力規制委員会は平成 25 年に、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律（昭和 32 年法律第 166 号）に基づく原子力施設に関する新規制基準を施行し、適合性審

査を開始した。適合性審査については、原子力規制委員会において了承された方針に基づ

き行っており、また、審査体制や審査の具体的な進め方等については個別の業務文書を制

定し対応してきたところである。 

 

令和 2 年に実施された IAEA の我が国に対する IRRS フォローアップミッションにおい

て、核燃料輸送物の設計に係る審査のための内部のガイダンス文書の充実が課題の一つと

して明らかになったことを受け、今般、容器承認及び核燃料輸送物設計承認等に関する審

査業務に携わる者が実際に審査業務を行う上で参照すべき事項について整理し、審査実務

の遂行を支援するため、審査に係るそれらの既存の委員会決定及び個別の業務文書を統合

し、本書を取りまとめた。 

 

なお、本書は現時点での核燃料物質等の輸送に係る容器承認等に関する審査業務につい

てまとめたものであり、今後も適宜見直しを行い、審査方針の変更等を踏まえた文書の更

新等、必要に応じた拡充を図っていくものである。 

 

令和 2 年 4 月 1 日 

原子力規制庁原子力規制部 
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Ⅰ 総論 

原子力事業者等は、核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物を工場等の外にお

いて運搬する場合、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法

律第 166 号。以下「法」という。）第５９条第２項に基づき、運搬する物に関する措置が法

第５９条第１項の技術上の基準に適合することについて、原子力規制委員会の確認を受け

なければならない。 

当該確認については、次の規定に基づき確認を受ける内容の一部に関して、あらかじめ

原子力規制委員会の承認を受けることができる。 

 法第５９条第３項及び核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する

規則（昭和 53 年総理府令第 57 号。以下「外運搬規則」という。）第２２条に基づ

き、運搬に使用する容器についての容器承認 

 外運搬規則第２１条第２項及び核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬

に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示（平成2年科学技術庁告示第5号。

以下「外運搬告示」という。）第４１条第２項に基づき、輸送容器の設計及び輸送

容器で運搬することを予定する核燃料物質等を輸送容器に収納した場合の核燃料

輸送物の安全性に関する事項についての核燃料輸送物設計承認 

 

上記の手続については、これまで大半の申請者が、核燃料輸送物設計承認を受けた後に

容器承認を受け、その後、原子力規制委員会の確認を受けるという手続きの進め方をとっ

ている実態があることを踏まえ、本書では、核燃料輸送物設計承認及び容器承認を受ける

場合の審査業務の流れについて記載する。 
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Ⅱ 申請の手続関係 

核燃料物質等の輸送に係る容器承認等に関する審査を実施するに当たり、事業者から原

子力規制委員会へ容器承認申請書等の各種申請書が提出される。本項では、各種申請書に

関する事務手続き等についてまとめた。 

 

１．申請書、補正書の受理 

申請書については、各事業者のタイミングにおいて原子力規制庁へ提出される。申

請書等の事業者から提出された書類については、原則、原子力規制委員会ホームペー

ジにて公開している。 

 

２．申請書の補正の範囲 

提出された申請書は、申請後の審査において必要となった申請書記載内容の明確化

や補足のために、申請書の補正が行われる場合がある。申請書の補正を行える範囲は、

既に申請されている申請書の申請理由（目的）の範囲内とする。 

 

３．機密性情報を含む審査資料の利用及び管理 

提出された申請書や審査書類に関しては原則公開することを基本としているが、こ

れらの資料等はセキュリティの観点からその取扱いを制限する必要のある情報が含ま

れることがある。これらの機密性情報を含む審査資料等については、「原子力規制委員

会行政文書管理規則」、「原子力規制委員会情報セキュリティポリシー」等に従い、秘

密文書の指定や管理を行う。 

 

４．法令手続の要否に関する照会 

容器承認申請等に先立ち、事業者より当該申請等の法令手続きの要否について照会

を受けることがある。法令手続きの要否に関する照会については、別紙Ⅱ‐１の処理

フローのとおり回答を行うこととする。法令手続きの要否の他、事業者から相談を受

ける際には随時面談にて意見交換を行う。面談の議事要旨及び配付資料は、「原子力規

制委員会の業務運営の透明性の確保のための方針」に基づき原子力規制委員会ホーム

ページにて公表を行う。 

 

□参考資料 

別紙Ⅱ‐１：事業者からの法令手続の要否相談に関する処理フロー 
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Ⅲ 審査の手続関係 

事業者からの申請に対して、原子力規制庁の担当審査チームにより、関係法令に基づき

基準への適合性審査が実施される。本項では、審査の進行や取りまとめに関する事項をま

とめた。 

 

１．審査会合、事業者ヒアリングの進め方等 

（１）審査会合、事業者ヒアリングの進め方 

①適合性審査の進め方 

新規制基準適合性審査の進め方については、平成２５年１２月２５日（平成２

８年６月１日一部見直し）の原子力規制委員会において、担当委員出席の下、審

査会合を開催するほか、申請書の記載内容に関する事実確認等を行うため、ヒア

リングを適宜実施すること、審査会合は一般傍聴及びインターネット中継により

公開、ヒアリングはその議事概要を公開することとし、いずれも資料は原則公開

とすることとしている（別紙Ⅲ‐１‐１参照）。 

輸送容器に関する審査会合については、新規制基準適合性審査の進め方に準じ

た形で、審議官出席の下で審査会合を開催するほか、申請書の記載内容に関する

事実確認等を行うため、ヒアリングを適宜実施する。また、新型コロナウイルス

感染症対策を契機として、テレビ会議等を導入することで審査会合及びヒアリン

グを継続して行えるようにするなど、審査プロセスの改善を図っている（別紙Ⅲ

-１-２、別紙Ⅲ-１-３参照） 

なお、事業者は、原子力規制庁が公開した議事概要について意見がある場合に

は、一定期間内に意見を申し出ることができることとなっている。（詳細は別紙Ⅲ

‐１‐１を参照。） 

 

②審査会合 

今説明を求めているのは何か、今後の資料作成を求めているのか等の要求事項

について、事前又は事後のヒアリングにて明確化させておき、審査会合で議論を

深める。審査会合における論点については、指摘事項について事後の面談等で確

認を行うほか、必要に応じて、回答内容を体系立てて根拠等も含めて文書化する

よう事業者へ依頼する。 

 

③ヒアリング 

出席者全体で開始時に論点・達成目標を明確にしておき、議論の方向性を確認

して行う。終了時には目標が達成されているか確認し、達成できなかった場合に

は、その理由を明確にするとともに、次回の事前準備としての必要事項を明確に

する。確認の際には、指摘事項だけでなく合意事項についても確認を行う。ヒア
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リング後の予定については、誰が何をいつまでに行うのか項目ごとに明確にし、

仕上がりのイメージや全体工程を見通した作業進捗が管理できるように確認する。

また、関係する被規制者についてもヒアリングに同席させるなど、被規制者の予

見性を高める努力をする。 

平成３０年６月６日の原子力規制委員会において、事務局ヒアリングは事業者

資料の記載内容等の事実確認等のためであって当該資料を改善させるためのもの

ではなく、最低限に止めるとの方針が示された。当該方針の履行を徹底するため、

同一案件については目安として２回までとし、さらにヒアリングが必要と考えら

れる場合であっても、その時点で一度、公開の審査会合において取り上げること

としている。（詳細は別紙Ⅲ‐１‐４を参照）また、令和２年２月１９日の原子力

規制委員会において、ヒアリングの回数は同一案件で数回としている（別紙Ⅲ‐

１‐４の２．（４）参照）。 

 

さらに、平成３０年１２月５日及び令和２年２月１９日の原子力規制委員会に

おいて、透明性や検証可能性の確保の観点から、被規制者との面談等について自

動文字起こしソフトを用いた議事録の公開を進めていくこととしている。（別紙

Ⅲ‐１‐４を参照。） 

 

④現地確認 

審査の過程において、必要に応じ、事務方のみの現地確認を行うことがある。 

 

（２）原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に係る実務 

原子力安全、核セキュリティ及び保障措置（以下「３Ｓ」という。）は、相互に依

存し干渉する可能性がある。このため、３Ｓを一元的に所管する原子力規制委員会

においては、まず一義的責任を有する被規制者に対し、３Ｓそれぞれに係る要求を

満たすことはもとより、相互の悪影響を可能な限り排除し、適切な措置を講じるよ

う求めている。 

審査においては、被規制者から安全や核セキュリティに係る許認可申請がなされ

た場合、当該担当部署から他の措置の担当部署に共有して、それぞれの観点から影

響の有無等がないかを確認している。この確認に際しては、必要に応じ、被規制者

との面談への３Ｓ関係者の同席等を実施することとしている。また、これらの取組

により得られた知見や事例を踏まえ、四半期に一度の頻度で３Ｓ関係部署による認

識共有及び意見交換を通じて、３Ｓに関する事例集の更新等を実施することとして

いる。保障措置と他の措置との間で悪影響が懸念される場合にも、関係者間で必要

な情報共有や協議を実施している。（詳細は別紙Ⅲ‐１‐５～８を参照。） 

なお、核セキュリティに関する秘密を取り扱うためには、「原子力規制委員会にお 
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ける職員の信頼性確認に関する訓令（平成 30 年 4 月 1 日原規人発第 1804012 号）」

に従い、課等の長からの申請等を通じて、長官による信頼性確認を受ける必要があ

る。 

 

２．核燃料輸送物設計（変更）承認申請等に対する審査等 

（１）核燃料輸送物設計（変更）承認申請に対する審査 

核燃料輸送物設計（変更）承認の審査については、申請書及び申請書に添えられ

た書類に問題がないこと、申請内容が、輸送容器の設計及び核燃料物質等を当該輸

送容器に収納した場合の核燃料輸送物の安全性に関する事項について、外運搬規則

に定める技術上の基準に適合するものであることの確認を行い、審査会合等を経て、

審査書（案）をとりまとめる。 

 

（２）核燃料輸送物設計承認有効期間更新申請に対する審査 

核燃料輸送物設計承認有効期間更新の審査については、申請書及び申請書に添え

られた書類に問題がないこと、当該核燃料輸送物の設計の変更がないこと、当該核

燃料輸送物設計承認書交付後に外運搬規則に定める技術上の基準が変更されてい

ないことの確認を行い、審査書（案）をとりまとめる。 

 

（３）核燃料輸送物設計承認英文証明願について 

核燃料輸送物設計承認英文証明願が申請された場合には、申請書及び申請書に添

えられた書類に問題がないこと、申請内容が既に承認された核燃料輸送物の設計と

相違がないことの確認を行う。 

 

３．容器承認申請等に対する審査 

（１）容器承認申請に対する審査 

容器承認申請の審査については、申請書及び申請書に添えられた書類に問題がな

いこと、申請内容が外運搬規則に定める技術上の基準に適合するものであることの

確認を行い、審査書（案）をとりまとめる。 

 

（２）承認容器期間更新申請に対する審査 

承認容器使用期間更新申請の審査については、申請書及び申請書に添えられた書

類に問題がないこと、当該輸送容器が当該輸送容器の設計及び製作の方法に適合す

るよう維持されていることの確認を行い、審査書（案）をとりまとめる。 

 

４．審査において参照する事項 

審査においては、外運搬規則、外運搬告示に適合しているかを確認する。また、核
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燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に係る核燃料輸送物設計承認及び容器

承認等に関する申請手続ガイド等を参考とする。（別紙Ⅲ‐４‐１参照） 

発電用原子炉施設を設置する工場又は事業所における貯蔵を行おうとする兼用キ

ャスクに係る審査については、必要に応じて、関係する基準等を参考にすることがで

きる。 

 

５．承認書の交付 

核燃料輸送物設計（変更）承認申請等及び容器承認申請等に対する審査を行い、外

運搬規則に定める技術上の基準に適合することを確認したときは、承認書を交付する。 

核燃料輸送物設計承認書及び容器承認書の交付については、外運搬規則及び告示に

規定する承認書に記載する事項を各申請書に基づき記載する。 

なお、核燃料輸送物設計承認書の「核燃料輸送物設計承認書の有効期間」及び容器

承認書の「承認容器として使用する期間」等の事項は、次のとおりとする。（詳細は別

紙Ⅲ‐５‐１を参照。以下の[ ]は同別紙との対応を示す。） 

 

（１）核燃料輸送物設計承認書 

有効期間は、承認した日から申請書に記載された使用予定年数1に達する日までと

する。（変更及び期間更新の場合も同じ。）[A(初回)、A(更新)、AR(変更)] 

また、外運搬規則等の改正により、外運搬規則等に定める技術上の基準（設計に

係るものに限る。）に適合しなくなった場合は失効することを記載する。 

有効期間に関連する情報として、その他特記事項に使用予定年数を記載する。 

 

（２）容器承認書 

（ⅰ）容器製造後の初めて承認の場合 

承認容器として使用する期間は、容器製造後に初めて承認した日から、申請

書に添えられた核燃料輸送物設計承認書の有効期間に達する日までとする。

[a1(初回)、a2(初回)] 

（ⅱ）期間更新及び既承認容器の設計変更に伴う承認の場合 

承認容器として使用する期間は、容器製造後に初めて承認した日から、申請

書に添えられた核燃料輸送物設計承認書に記載されている使用予定年数に達

する日までとする。[a2(更新)、ar1、ar2] 

また、外運搬規則等の改正により、外運搬規則等に定める技術上の基準（容器に

係るものに限る。）に適合しなくなった場合は失効することを記載する。 

 
1 核燃料輸送物の経年変化を考慮した上で、技術基準の適合性を評価するために設定するもの 
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7 

 

承認容器として使用する期間に関連する情報として、その他特記事項に容器製造

後に初めて承認した日を記載する。 

 

□参考資料 

１．審査会合、事業者ヒアリングの進め方等 

別紙Ⅲ‐１‐１：核燃料施設等の新規制基準施行後の適合確認のための審査の進め方

の見直しについて（平成２８年６月１日 原子力規制庁） 

別紙Ⅲ‐１‐２：当面の審査会合等の進め方について（令和２年４月８日 原子力規

制庁） 

別紙Ⅲ‐１‐３：緊急事態宣言解除を踏まえた原子力規制委員会の対応（令和３年１

０月６日 原子力規制庁） 

別紙Ⅲ‐１‐４：原子力施設に係る審査全般の改善策について（第２回）（令和２年２

月１９日 原子力規制庁） 

別紙Ⅲ‐１‐５：原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に係る実務（平成

３１年４月 原子力規制部、放射線防護グループ） 

別紙Ⅲ‐１‐６：原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に向けた対応状況

について（平成３０年９月５日 原子力規制庁） 

別紙Ⅲ‐１‐７：原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に向けた検討につ

いて（平成３０年４月２５日 原子力規制庁） 

別紙Ⅲ‐１‐８：原子力安全、核セキュリティ及び保障措置のインターフェースにお

ける取組強化の対応状況（令和５年４月２５日 原子力規制庁） 

４．審査において参照する事項 

別紙Ⅲ‐４‐１：貯蔵後に輸送する使用済燃料輸送物に係る経年変化の考慮について

（令和２年１２月２３日 原子力規制庁） 

５．承認書の交付 

別紙Ⅲ‐５‐１：核燃料輸送物設計承認書及び容器承認書の有効期間等について 
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 事業者からの法令手続の要否相談に関する処理フロー 

 

 

○法令解釈が自明な場合 

事業者から相談 

事業者に対し、ノーアク
ションレター制度により
照会文書の提出を求める 

照会文書受理（担当課） 

○照会文書を速やかに法令審査室へ送付 
○必要に応じ事業者面談 

回答文書作成（担当課） 

○回答書を法令審査室に確認 
○必要に応じ幹部レク 

決裁（管理官専決： 
総務課長合議） 

口頭で回答 

事業者が、念のためノー
アクションレター制度で
の確認を求める場合 

○回答文書を手交した後、HP 掲載手続を行う。 

※回答期間（３０日）を延長する場合には、

照会者又はその代理人に通知する。 
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核燃料施設等の新規制基準施行後の 

適合確認のための審査の進め方の見直しについて（案） 

 

 

平 成 ２ ８ 年 ６ 月 １ 日 

原 子 力 規 制 庁 

 

 

１．経緯 

 

４月２７日及び５月１１日の原子力規制委員会において、核燃料施設等の新規制基

準適合性審査については、透明性を向上し、施設の多様性を考慮しつつ審査をより効

率的・合理的なものにしていくという観点から、今後は関係委員が出席の上、高い頻

度で公開の審査会合を行うことが必要であるとの指摘があった。 

 

 

２．概要 

 

 前述１．の指摘を受けて、「核燃料施設等の新規制基準施行後の適合確認のための審

査の進め方について」（平成２５年１２月２５日）を見直し、別添「核燃料施設等の新

規制基準への適合確認のための審査の進め方について」（案）のとおり、今後、核燃料

施設等に対する審査会合（これまで事務局で審査を行っていた施設を含む。）について

は、原則、関係委員出席の下、公開で定期的に行うこととする。 

 また、「日本原子力発電株式会社 東海低レベル放射性廃棄物埋設事業所第二種廃棄

物埋設事業（トレンチ処分）許可申請に関する審査について」（平成２７年８月１９日）

の「審査の方針」も見直し、廃棄物埋設施設についても、原則、関係委員出席の下、

公開で審査会合を行うこととする。 

 

 

３．適用開始時期 

 

平成２８年６月１日（予定） 

  

資料２ 

9

取り消し線

四角形

テキストボックス
別紙Ⅲ－１－１
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核燃料施設等の新規制基準への 

適合確認のための審査の進め方について（案） 
 

平 成 ２ ８ 年 ６ 月 １ 日 

原 子 力 規 制 庁 

 

 

１．基本的な進め方 

平成２５年１２月１８日に施行された核燃料施設等の新規制基準への適合確認のために、

バックフィット規定がある施設※１及びその他原子力規制委員会で必要があると判断された施

設※２について事業者から提出される事業変更許可申請等に関する審査は、以下を基本とし

て行うこととする。なお、実際の申請内容等を踏まえ、審査の進め方を見直すことがある。 

※１ 核燃料加工施設、使用済燃料貯蔵施設、使用済燃料再処理施設、廃棄物管理施設、試験研

究用等原子炉施設 

※２ 廃棄物埋設施設 

 

① 核燃料施設等の適合確認のための審査については、原則として原子力規制委員会委

員※３が出席する審査会合において行うこととする。 

※３ 地震・津波等に関する事項（Ｓクラスに属する施設を有する施設に限る。）は石渡委員、施設に

関する事項は田中（知）委員が出席し、原子力規制庁が事務局を務める。 

 

② 上記の審査会合において、メーカーからの意見を聴く場合や、外部専門家の意見を聴く

場合がある。外部専門家の意見を聴く場合には、あらかじめ原子力規制委員会の了承

を得る。 

 

③ 審査会合に加え、事業者に対して申請書の内容に関する事実確認等のための面談（以

下「ヒアリング」という。）を行う。 

 
④ 「新基準適合性審査チーム」の事務として、核燃料施設等の担当審査チームは、核燃料

施設等の適合確認に係る審査を円滑に進める。また、必要な人員の確保を図る。 

 

 

２． 審査会合等の公開 

① 審査会合は、一般傍聴及びネット中継により公開し、資料も原則公開する（情報公開法

第５条の不開示情報に該当する内容を除く。）。ただし、故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムへの対処等に関する審査の取扱いについては、平成２５年１２月１８

日原子力規制委員会で了承されたとおりとする。 

 

別添 
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2 

② ヒアリングは、議事概要を後日公開するとともに、資料も原則公開する（情報公開法第５

条の不開示情報に該当する内容を除く。）。なお、事業者は、原子力規制庁が公開した

議事概要について意見がある場合は、一定期間内に意見を申し出ることができることと

する。 
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参考 

 

事業変更許可申請書等の審査状況 

 
 

施設種類 事業者名等 申請日 補正日 

使用済燃料

再処理施設 

日本原燃㈱再処理事業所 

再処理施設 
平成 26 年 1 月 7 日 

平成 26 年 5 月 30 日 

平成 26 年 8 月 29 日 

平成 26 年 10 月 31 日 

平成 26 年 11 月 28 日 

平成 26 年 12 月 26 日 

平成 27 年 2 月 4 日 

平成 27 年 11 月 16 日 

平成 27 年 12 月 22 日 

核燃料物質

加工施設 

日本原燃㈱再処理事業所 

MOX 燃料加工施設 
平成 26 年 1 月 7 日 

平成 26 年 4 月 11 日 

平成 26 年 7 月 1 日 

平成 27 年 1 月 6 日 

平成 27 年 2 月 6 日 

平成 27 年 11 月 16 日 

日本原燃㈱濃縮・埋設事業

所ウラン濃縮工場 
平成 26 年 1 月 7 日  

三菱原子燃料㈱ 平成 26 年 1 月 31 日  

原子燃料工業㈱東海事業所 平成 26 年 2 月 14 日  

原子燃料工業㈱熊取事業所 平成 26 年 4 月 18 日  

㈱グローバル・ニュークリ

ア・フュエル・ジャパン 
平成 26 年 4 月 18 日  

試験研究炉 

国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構 JRR-3 
平成 26 年 9 月 26 日 平成 27 年 8 月 31 日 

国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構 原子力科

学研究所 廃棄物処理場 

平成 27 年 2 月 6 日  

国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構 HTTR 
平成 26年 11月 26日  

国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構 JMTR 
平成 27 年 3 月 27 日  
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京都大学 KUR 平成 26 年 9 月 30 日  

京都大学 KUCA 

平成 26 年 9 月 30 日

平成 28 年 5 月 11 日

に設置変更許可 

平成 27 年 9 月 30 日 

平成 27 年 12 月 10 日 

平成 28 年 3 月 31 日 

近畿大学 近畿大学炉 

平成26年 10月 20日

平成 28 年 5 月 11 日

に設置変更許可 

平成 27 年 12 月 25 日 

平成 28 年 3 月 30 日 

国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構 NSRR 
平成 27 年 3 月 31 日  

国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構 STACY 
平成 27 年 3 月 31 日  

使用済燃料

貯蔵施設 

リサイクル燃料貯蔵㈱ 

リサイクル燃料備蓄センタ

ー使用済燃料貯蔵施設 

平成 26 年 1 月 15 日 

平成 27 年 1 月 30 日 

平成 27 年 3 月 6 日 

平成 28 年 2 月 8 日 

廃棄物管理

施設 

日本原燃㈱再処理事業所 

廃棄物管理施設 
平成 26 年 1 月 7 日 平成 28 年 2 月 22 日 

国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構大洗研究開

発センター廃棄物管理施設 

平成 26 年 2 月 7 日 平成 27 年 5 月 21 日 

廃棄物埋設

施設 

日本原子力発電㈱東海低レ

ベル放射性廃棄物埋設事業

所第二種廃棄物埋設施設 

平成 27 年 7 月 16 日  
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当面の審査会合等の進め方について 

 

令和２年４月８日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．概要 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた対応として、当面の審査会合等1は透明

性を確保しつつ以下の方針で行うこととしたい。 

なお、本方針は、今後の状況に応じて柔軟に見直すものとする。 

 

２．当面の審査会合等の進め方（案） 

審査会合等は、（１）のテレビ会議・電話会議での開催を基本とするが、（１）での開

催が難しい場合又は必要に応じて、（２）、（３）の方法を活用して行う。なお、審査会

合等における一般傍聴の受付は行わない。 

 

（１）テレビ会議・電話会議 

○テレビ会議又は電話会議により会合を開催する2。 

○会合は、原則としてインターネット動画サイトによる生中継を行う3。 

○申請者からの資料は事前に提出を受け、公開する4。 

 

（２）申請者側の人数を限定した審査会合（テレビ会議・電話会議を補充的に活用する） 

○地質図等、細かい図面をスクリーンに投影し指示しながらの議論が必要な会合につい

ては、委員及び職員の感染防止並びに出席者の移動による感染の拡大防止の観点から、

                                                                                
1 新規制基準適合性に係る審査会合、輸送容器に関する審査会合、事故トラブル事象への対応に関する公開会合、特定原子

力施設監視・評価検討会、東海再処理施設安全監視チーム、もんじゅ廃止措置安全監視チーム、経年劣化管理に係る

ATENAとの実務レベルの技術的意見交換会をいう（以下同じ。）。今後、成立性を確認した上で、必要に応じ、他の会合

へも拡張する。 
2 外部有識者もテレビ会議又は電話会議で参加することを可能とする。 
3 従来どおり、機材が不足する場合等は、事後的に録音・録画をインターネット動画サイトに掲載することにより公開す

る。 
4 視聴者の理解を助ける観点から、発言者（規制庁の○○、××電力の▽▽）や議論の対象（資料□の○ページ）を明確化するよう発言を

心がける。 

資料４ 
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 2  

申請者側の説明者を２名程度に限定した上で、対面形式で開催する。 

○会合は、通常の審査会合等と同様に、インターネット動画サイトによる生中継を行う。 

○会合資料に関しては、（１）と同様とする。 

○説明者が絞られることで補足説明等が必要となる場合は、テレビ会議又は電話会議に

より補足説明を受ける（この会議の取扱いは、（１）に準ずる。）。 

 

（３）書面審査 

○特定重大事故等対処施設に係る審査などセキュリティの観点からテレビ会議・電話会

議を利用できない場合、又は原子力規制庁の判断事項・指示事項が明らかである場合

は、審査会合等に出席している委員の了解を得て、担当指定職名で、判断事項・指示

事項を書面で申請者に送付する。送付した書面は原子力規制委員会ホームページ上で

公開5する。 

○送付した書面に対する回答は文書で求め、回答文書は原子力規制委員会ホームページ

上で公開する。 

 

３．ヒアリングの取扱い 

ヒアリングはテレビ会議・電話会議での開催を基本とするが、審査会合等に比べて実施

数が多いため、自動文字起こしソフトを用いた議事録（自動文字起こし結果）を作成し、

公開する6。 

また、特定重大事故等対処施設に係るヒアリングについては、２．（３）に準ずる。 

 

４．今後の予定 

以上の取扱いについて了承いただいた場合には、今後、審査会合等の相手方とシステム

の接続確認を行うなど会合の成立可能性を確認した後、会合の日程を調整し、日程を公表

の上、会合を開催する。 

                                                                                
5 セキュリティ等の観点から非公開とすべき情報については、必要な処理を施した上で公開する。 
6 機材等が不足する場合等は、議事概要を作成し公開する。 
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緊急事態宣言解除を踏まえた原子力規制委員会の対応 

 

 

令和３年１０月６日 

原 子 力 規 制 庁   

 

 

 新型コロナウイルス感染症対策について、令和３年１０月１日から緊急事態宣言が解除

されたことを踏まえ、原子力規制委員会の対応は以下のとおりとしたい。 

 

１．原子力規制委員会、審査会合等 

 ○原子力規制委員会定例会 

会議の形式は、対面形式に戻す。一般傍聴の受付は、再開する。 

○審査会合、検討チーム会合等 

会議の形式は、Web 会議等を原則とするが、対面形式による開催も可とする。一般傍

聴の受付は、再開する。 

 

２．原子炉等規制法の運用 

○原子力規制検査及び使用前検査等 

検査計画に基づき実施する。 

○ＩＡＥＡからの通告に基づく保障措置に関する検査 

引き続き、計画通り検査を実施するというＩＡＥＡの方針を踏まえ、必要な対応を

行う。 

 

３．放射性同位元素等規制法の運用 

○事由が生じた後に一定の期限までに行うこととされている届出及び定期的に受けるこ

と又は実施することとされている検査等 

弾力的な運用を基本的には終了する。 

ただし、例えば、医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応などやむを

得ない事情がある場合には、実態に応じた対応をすることとする。 

 

４．原子力規制庁の勤務体制 

○9月 13 日及び 10 月 1 日に緊急事態宣言が解除された都道府県に所在する官署の職員 

引き続き、７割の出勤回避（終日）を目指す。 

 

資料１ 
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原子力施設に係る審査全般の改善策について（第２回） 

 

令和２年２月１９日 

原 子 力 規 制 庁  

 

１．趣旨  

 

令和元年９月２５日の第３１回原子力規制委員会※1において、国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子力施設（ＮＳＲＲ）の設計及び工事の方法

の認可（以下「設工認」という。）の申請漏れ等に対する再発防止対策及び、これに併

せ、他の原子力施設を含めた審査のあり方の改善策について報告するよう指示を受けた

（試験研究用等原子炉施設の審査の改善については令和元年１２月２５日の第５０回原

子力規制委員会で報告済）。  

さらに、原子力施設の厳正な審査を進めるうえで、新規制基準適合性審査やバックフ

ィットを含めた多くの審査案件を処理する必要があるところ、これまでの審査実績・経

験を今後の審査へ適切に反映させ確実かつ効率的な審査を行う必要がある。 

以上のことから、原子力施設に係る審査全般の改善事項について報告する。 

 

 

２．原子力施設に係る審査全般の改善策 

 

（１）設工認等の申請漏れの防止※2 

設置変更許可申請に記載されている基本設計ないし基本的設計方針を担保するために

必要な事項（既存設備、評価だけの設備に係るものを含む）については、後続規制であ

る設工認や保安規定変更認可の審査において、詳細設計等を確認する必要がある。 

このため、設工認等の申請に先立ち、設置変更許可申請に記載されている事項から、

確認が必要なものを洗い出し、番号管理や表整理することなどを申請者に求める。ま

た、原子力規制庁においても、その内容を確認し、設置許可申請書記載事項が後段規制

に確実に反映される仕組みとする（実用発電用原子炉、試験研究用原子炉及び加工施設

では既に実施している）。 

 

（２）審査の漏れの防止等※3 

設置変更許可において審査の漏れの防止、施設の特徴に応じた審査を適切に行うた

め、これから新規制基準適合性審査結果をとりまとめるものについて、審査で確認した

事項を整理し、今後の審査において活用する（実用発電用原子炉（プラント側審査）で

は既に実施している）。 

                                                   
※1 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子力施設（ＮＳＲＲ）その他試験研究用等原子炉施

設における設計及び工事の方法等に関する申請漏れに係る調査結果等について

（https://www.nsr.go.jp/data/000284837.pdf） 
※2 廃棄物埋設施設、廃棄物管理施設、使用済燃料貯蔵施設、再処理施設、保安規定を定める核燃料物質の使用施設が対

象 
※3 試験研究用原子炉（施設の特徴によらない共通部分）、再処理施設、実用発電用原子炉等の自然現象（地質、地震

動、津波、火山事象）の審査が対象 

資料４ 
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（３）「審査進捗状況表」の整備 

一般の方からみて審査の進捗の全体像を把握しやすくなるよう、実用発電用原子炉の

新規制基準の本体施設及び特定重大事故等対処施設の設置変更許可並びに再処理施設の

新規制基準の事業変更許可に係る審査に関して、規制基準の条文毎に審査の進捗状況を

整理した「審査進捗状況表」※１を年度末までに作成し、以降定期的に公表する（別紙

１、２参照）。 

 

※１：チェックリスト的に用いるものではない。その時点での審査の全体像を示すものである。なお、

本資料の記載内容は、その後の審査により、論点の追加やステイタスが前段階に戻ること（例：審査

進捗状況表のステイタスが④から②に変更）など、変更がありうるものであり、その旨明記する。 

 

（４）審査会合に先立つヒアリングのあり方 

ヒアリングは、事実確認を行うものであり、議論や判断は行わない。あくまで、審査

会合が論点の議論を中心とする充実したものとなるよう、その準備段階であるヒアリン

グを適切かつ効果的に行うことが重要である。そのため、今後、ヒアリングにおいて

は、申請者の基準適合性の説明内容を審査官が十分に理解するために、審査資料に関す

る事実確認や質問、不明確な記載の修正の指示、不足資料の提出の指示を行う。 

また、ヒアリングにおいて審査の見通しや方針を伝えること、事業者の考えを誘導す

ることは厳に慎む。そのため、担当指定職及び管理職は、ヒアリング内容を自動文字起

こしソフトを用いた議事録※２で確認し、ヒアリングにおいて事実確認の範囲を超えてい

る場合は、指導・是正する。 

なお、ヒアリングの回数は最低限に留める（許可については同一案件で数回）。 

 

※２：今年度から試運用を実施している事務局ヒアリングの自動文字起こしソフトを用いた議事録の公

開について、今後、録音用マイクセットなどの設備を増やしつつ、対象となるヒアリング回数を増や

し、本格運用とする。 

 

（５）審査業務マニュアルの継続的な改善及び周知 

本文書や今後策定されるものも含め、審査に関わる原子力規制委員会の決定文書等

を、審査担当者に正確に理解させるため、各審査部門において、「実用発電用原子炉に

関する審査業務の流れについて」※4などの施設ごとに策定されている審査業務マニュア

ルに、都度、決定文書等を加え充実させる。また、審査担当者の異動時を含め、確実に

これを担当へ周知する。 

 

（６）審査の合理化 

耐震Ｃクラスの構築物、系統及び機器に係る設工認申請※5及び原子炉等規制法以外の

法令に定める基準を用いて施設される耐震Ｃクラスの構築物、系統及び機器に係る設工

                                                   
※4 「実用発電用原子炉に関する審査業務の流れについて」（原子力規制部）平成 29 年 3月 30 日策定、令和元年 5月 30

日一部改正（https://www.nsr.go.jp/data/000183859.pdf ） 
※5 実用発電用原子炉施設、廃棄物管理施設、核燃料加工施設（耐震重要度分類第３類）、使用済燃料貯蔵施設、再処理

施設の各施設においては、従来から耐震計算書の添付は求めていない。 
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認申請※6の合理化については、令和元年１２月２５日の第５０回原子力規制委員会資料
※7（「試験研究用等原子炉施設の審査の改善等について」）の通り。 

 

３．その他  

 

（１）審査官の育成 

今後、ＢＷＲプラント及び特定重大事故等対処施設などの原子力施設の設工認の審査

が本格化する見込みである。これら設工認の審査のうち機器耐震の審査は相当な割合を

占めるが、現状、機器耐震の審査を担う審査官が不足気味である。このため、原子力安

全人材育成センターで整備中の審査官の育成カリキュラムの一部（機器耐震関係）を前

倒し、本年４月から研修を開始する。 

 

（２）ペーパーレス化の推進 

各種会議での配布資料のコピーなど、職員の負担軽減の観点からペーパーレス化等の

業務改善を進める。 

                                                   
※6 廃棄物管理施設、使用済燃料貯蔵施設、再処理施設の設工認申請書においても、試験研究用等原子炉施設と同様に詳

細な説明書の添付は求めない。 
※7 令和元年１２月２５日の第５０回原子力規制委員会資料 「試験研究用等原子炉施設の審査の改善等について」

（http://www.nsr.go.jp/data/000295980.pdf） 
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別紙1

敷地の地質・地質構造 ④ 2016/1/15

敷地周辺の地質・地質構造 ④ 2017/9/29

地下構造 ④ 2015/3/6

震源を特定して策定する地震動 ④ 2017/12/1

震源を特定せず策定する地震動 ④ 2014/6/27

基準地震動 ④ 2018/2/16

地盤・斜面の安定性 ② 2019/11/22

●先行して審査を進めている防波壁が接続する地山部分については、地滑り地形が確認されたため、それに相当する地盤物性データを用いて斜面
の安定性評価を実施することを要求していたところ、事業者は表層土を撤去する方針を示したので、表層土撤去後の地形、地盤構造を踏まえた安定
性解析結果に基づく評価を確認していく。
●また、今後、岩の掘削ズリ等による埋戻土や旧表土で構成されている地質が防潮堤周辺等の敷地内にあるため、液状化による影響を確認した結
果を踏まえ、地盤・斜面の安定性評価を確認していく。

耐震設計方針 ② 2020/1/21

●取水槽ガントリークレーン及び耐震Bクラス配管系に新たに採用する制震装置（一軸及び三軸粘性ダンパ）について、性能の妥当性、適用範囲等に
ついて整理するとともに、解析モデルへの取り込み方法等の耐震設計の妥当性を確認していく。
●敷地の海岸線に敷地を取り囲むように防波壁を設置し、周辺地盤を地盤改良する等により地下水の海側への流れを遮断する可能性があるため、
敷地における地下水位の設定について確認していく。
●岩の掘削ズリ等による埋戻土や旧表土で構成されている地質が防潮堤周辺等の敷地内にあるため、これらの液状化強度特性の設定の代表性、網
羅性を確認するとともに、液状化による影響を考慮すべき施設とその設計方針について確認していく。

地震による津波 ④ 2018/9/28

地震以外による津波 ④ 2018/9/28

基準津波 ④ 2019/9/13

耐津波設計方針 ② 2020/1/28
●防波壁の両端部の地山を津波防護上の障壁としていることから、地山に対する基準地震動及び基準津波の健全性確保について確認していく。
●防波壁の構造及び設置状況（支持地盤、周辺地盤）を把握し、先行炉の審査実績等を踏まえ、島根原子力発電所の特性を考慮した上で防波壁の
設計方針及び構造成立性について確認していく。

④ 2019/9/12

火山事象 ② 2020/1/24

火山事象に対する設計方針 ① -

④ 2019/10/1

③ 2019/9/12 ●地滑り及び土石流に対する設備の設計方針を確認していく。

④ 2019/2/5

③ 2020/1/23 ●ケーブル処理室の火災影響軽減対策について確認していく。

④ 2019/10/29

④ 2019/6/27

④ 2019/2/5

④ 2019/10/1

④ 2019/6/27

④ 2019/5/30

④ 2019/2/5

④ 2019/11/30

② 2019/12/5 ●まだ全体の説明がなされておらず論点は特定されていない。また、有毒ガスに対する防護対策についても確認していく。

④ 2019/7/25

② 2015/4/2 ●まだ全体の説明がなされておらず論点は特定されていない。

④ 2019/3/14

② 2019/12/5 ●まだ全体の説明がなされておらず論点は特定されていない。また、有毒ガスに対する防護対策についても確認していく。

② 2015/3/24 ●まだ全体の説明がなされておらず論点は特定されていない。

直近の審査会合

●大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴い、降下火砕物の層厚についてシミュレーションによる検討の必要性の有無を含めて確認した上、設備への
影響評価を確認していく。

外部火災（第６条）

その他自然現象と人為事象（第６条）

不法な侵入（第７条）

内部火災（第８条）

安全保護回路（第２４条）

安全避難通路（第１１条）

安全施設（第１２条）

全交流電源喪失（第１４条）

SFP（第１６条、２３条）

ＲＣＰＢ(第１７条）

原子炉制御室（第２６条）

放射性廃棄物処理施設（第２７条）

監視設備（第３１条）

保安電源（第３３条）

緊急時対策所（第３４条）

内部溢水（第９条）

誤操作の防止（第１０条）

審査進捗状況表

中国電力（株）島根原子力発電所２号炉設置変更許可申請（新規制基準適合性）に係る審査状況【令和２年１月２９日時点】

審査項目 ステイタス
※ 現時点における主な論点

設
計
基
準
対
象
施
設
関
係

地質
（第３、４条）

地震動
（第３、４条）

津波（第５条）

通信連絡設備（第３５条）

竜巻（第６条）

火山事象
（第６条）

※ ①審査に未着手（赤色）、　②一部説明聴取済＆コメント回答の審査中（黄色）、　③一通り説明聴取済＆コメント回答の審査中（緑色）、　④概ね審査済み（灰色）
（注１）設置許可基準規則第二章「設計基準対象施設」のうち第１３条、第１５条、第１８～２２条、第２５条、第２８～３０条、第３２条及び第３６条は、新規制基準による規制要求内容の変更等がなく審査対象外である。
（注２）チェックリスト的に用いるものではない。その時点での審査の全体像を示すものである。ステイタスが④であっても、審査の過程で追加の課題が出てくること、ステイタスが例えば④から②へ変わることもあり得る。
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別紙1

④

④

④

④

④

④

③ 2015/10/15

③ 2019/12/10

③

③

③

③

③

③

③

③ 2019/12/10 ●先行プラントの説明内容と大きな差がなく、現時点において論点はない。引き続き、事実関係等について確認していく。

③

③

③

② 2015/1/27 ●まだ全体の説明がなされておらず論点は特定されていない。

③

③

③

③

③

③

1.0 43条 共通 ② 2019/12/24 ●まだ全体の説明がなされておらず論点は特定されていない。

1.1 44条 ATWS ③

1.2 45条 高圧時冷却 ③

1.3 46条 減圧 ③

1.4 47条 低圧時冷却 ③

1.5 48条 最終ヒートシンク ③

1.6 49条 CV冷却 ② 2020/1/23

1.7 50条 CV過圧破損防止（FCVS) ② 2019/12/10

1.8 51条 CV下部注水 ③ 2020/1/23 ●先行プラントの対策と大きな差がなく、現時点において論点はない。引き続き、事実関係等について確認していく。

1.9 52条 CV水素対策 ② 2015/1/27

1.10 53条 RB水素対策 ② 2015/8/4

1.11 54条 SFP ② 2019/10/8

1.12 55条 建屋外RI抑制 ① - ●今後、大規模損壊の審査と併せて、設備・手順等の妥当性について確認していく。

1.13 56条 水源 ② 2020/1/23

1.14 57条 電源 ② 2020/1/23

1.15 58条 計装 ② 2020/1/23

1.16 59条 原子炉制御室 ② 2019/12/5

1.17 60条 監視測定 ② 2015/4/2

1.18 61条 緊急時対策所 ② 2019/12/5

1.19 62条 通信連絡 ② 2015/3/24

2 大規模損壊 ① - ●有効性評価及び設備・技術的能力（本審査項目を除く。）の審査が概ね終了した後に、事業者から説明がなされる予定

④ 2016/1/15

② 2020/1/21 ●地震動（第３、４条）を参照。

② 2020/1/28 ●津波（第５条）を参照。

① - ●内部火災（第８条）の議論を踏まえ、今後、事業者からSA火災（４１条）について説明がなされる予定。

●まだ全体の説明がなされておらず論点は特定されていない。今後、有効性評価の審査と併せて、設備・手順等の妥当性について確認していく。

MCCI

2020/1/23

2019/11/12

2019/10/8

2019/11/28

●まだ全体の説明がなされておらず論点は特定されていない。今後、有効性評価の審査と併せて、設備・手順等の妥当性について確認していく。

●まだ全体の説明がなされておらず論点は特定されていない。今後、有効性評価の審査と併せて、設備・手順等の妥当性について確認していく。

直近の審査会合

地震

●先行プラントの対策と大きな差がなく、現時点において論点はない。引き続き、事実関係等について確認していく。

●先行プラントの対策と大きな差がなく、現時点において論点はない。引き続き、事実関係等について確認していく。

崩壊熱除去機能喪失

全交流動力電源喪失

●炉心損傷前における外部水源を用いた格納容器スプレイの実施の考え方や格納容器フィルタベントを停止するときの判断基準等を含めて、ベント
戦略全体の妥当性について確認していく。

原子炉冷却材の流出

反応度誤投入

●先行プラントの説明内容と大きな差がなく、現時点において論点はない。引き続き、事実関係等について確認していく。

2019/11/28

津波

ＰＲＡ

SFP
想定事故１

Ｌｖ　１

Ｌｖ　１．５

停止時

CV

過圧・過温破損

DCH

2019/11/28

格納容器バイパス（ISLOCA)

FCI

水素燃焼

限界温度、限界圧力

事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス

解析コード

有
効
性
評
価

（
3
7
条

）

※ ①審査に未着手（赤色）、　②一部説明聴取済＆コメント回答の審査中（黄色）、　③一通り説明聴取済＆コメント回答の審査中（緑色）、　④概ね審査済み（灰色）
（注１）設置許可基準規則第二章「設計基準対象施設」のうち第１３条、第１５条、第１８～２２条、第２５条、第２８～３０条、第３２条及び第３６条は、新規制基準による規制要求内容の変更等がなく審査対象外である。
（注２）チェックリスト的に用いるものではない。その時点での審査の全体像を示すものである。ステイタスが④であっても、審査の過程で追加の課題が出てくること、ステイタスが例えば④から②へ変わることもあり得る。

地質（第３８、３９条）

地震動（第３８、３９条）

火災（第４１条）

共
通

津波(第４０条)

設
備
・
技
術
的
能
力

想定事故２

停止時

重
大
事
故
等
対
処
施
設
関
係

ステイタス
※

●原子炉圧力容器への注水手段がない場合の原子炉減圧の考え方、原子炉圧力容器破損前の初期水張り高さの考え方等について確認していく。

現時点における主な論点

LOCA時注水機能喪失

審査項目

炉心

高圧・低圧注水機能喪失

高圧注水・減圧機能喪失

全交流動力電源喪失

崩壊熱除去機能喪失

原子炉停止機能喪失

5 
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別紙２

ステイタス
※ 直近の審査会合開催日 現時点における主な論点

④ 2019/11/25

④ 2019/12/10

④ 2019/11/25

④ 2019/12/10

④ 2018/7/13

④ 2019/12/20

④ 2018/7/13

④ 2018/7/13

④ 2018/7/13

④ 2018/7/13

③ 2019/12/20

事業者は、耐震重要施設である「再処理設備本体用安全冷却水系冷却塔Ａ」の
設置場所を変更して、新たに設置することとなったため、これまでの評価への影
響について整理しているところであり、事業者が整理した段階でその内容を確認
していく。

④ 2019/11/25

④ 2018/7/13

④ 2018/7/13

④ 2018/7/13

④ －

④ 2019/11/25

火山事象 ④ 2019/10/25

火山事象設計
方針

④ 2019/11/25

④ 2019/11/25

④ 2019/11/25

④ 2019/12/10

④ 2019/11/25

④ 2019/12/10

④ 2019/11/25

④ 2019/11/25

④ 2019/12/10

④ 2019/11/25

④ 2019/12/10

④ 2019/11/25

④ 2019/11/25

④ 2019/12/24

④ 2019/12/10

④ 2019/12/10

④ 2019/12/10

④ 2019/12/17

④ 2019/11/25

④ 2019/12/17

④ 2019/12/24

④ 2019/12/24

※　①審査に未着手（赤色）、②一部説明聴取済＆コメント回答の審査中（黄色）、③一通り説明聴取済＆コメント回答の審査中（緑色）、④概ね審査済み（灰色）

 （注）チェックリスト的に用いるものではない。その時点での審査の全体像を示すものである。「④概ね審査済み（灰色）」であっても、審査の過程で追加の課題が出てくること、ステイタスが例えば④から②へ変わることもあり得る。

安全保護回路（第１９条）

監視設備（第２４条）

保安電源設備（第２５条）

緊急時対策所（第２６条）

通信連絡設備（第２７条）

制御室等（第２０条）

廃棄施設（第２１条）　

保管廃棄施設（第２２条）　

放射線管理施設（第２３条）

審査項目

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止（第１６条）　　

使用済燃料の貯蔵施設等（第１７条）

計測制御系統施設（第１８条）　

安全機能を有する施設（第１５条）

遮蔽等（第３条）

再処理施設への人の不法な侵入等の防止（第１０条）

閉じ込めの機能（第４条）

火災等による損傷の防止（第５条）

地下構造

耐震設計方針

竜巻

外部火災

その他自然現象と人為事象

火山事象

【地震動】
安全機能を有する施設の地盤（第６条）
地震による損傷の防止（第７条）

日本原燃(株）再処理施設 事業変更許可（新規制基準適合性審査）に係る審査状況【令和２年１月９日時点】

安
全
機
能
を
有
す
る
施
設

敷地の地質・地質構造

敷地周辺の地質・地質構造

【地質】
安全機能を有する施設の地盤（第６条）
地震による損傷の防止（第７条）

震源を特定して策定する地震動

震源を特定せず策定する地震動

基準地震動

地盤・斜面の安定性

津波による損傷の防止（第８条）

地震による津波

溢水による損傷の防止（第１１条）

化学薬品の漏えいによる損傷の防止（第１２条）

誤操作の防止（第１３条）

安全避難通路等（第１４条）

核燃料物質の臨界防止（第２条）

耐津波設計方針

外部からの衝撃による損傷の防止
（第９条）

基準津波

地震以外による津波

その他の変更

6 
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別紙２

ステイタス
※ 直近の審査会合開催日 現時点における主な論点

③ 2020/1/9

③ 2020/1/9

③ 2019/12/24

③ 2019/12/17

③ 2020/1/9

③ 2020/1/9

③ 2020/1/9

③ 2020/1/9

④ 2020/1/9

④ 2019/12/24

④ 2019/12/20

④ 2018/7/13

③ 2019/12/24

臨界事故の拡大を防止するための設備（第
３４条)

③ 2020/1/9

冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処する
ための設備（第３５条）

③ 2019/12/24

放射線分解により発生する水素による爆発
に対処するための設備（第３６条）

③ 2019/12/17

有機溶媒等による火災又は爆発に対処する
ための設備（第３７条）

③ 2020/1/9

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備
（第３８条）

③ 2020/1/9

放射性物質の漏えいに対処するための設備
（第３９条）

③ 2020/1/9

工場等外への放射性物質等の放出を抑制
するための設備（第４０条）

③ 2020/1/9

重大事故等への対処に必要となる水の供給
設備（第４１条）

③ 2020/1/9

電源設備（第４２条） ③ 2019/12/24

計装設備（第４３条） ③ 2020/1/9

制御室（第４４条） ③ 2019/12/24

監視測定設備（第４５条） ③ 2019/12/17

緊急時対策所（第４６条） ③ 2019/12/17

通信連絡を行うために必要な設備（第４７
条）

③ 2019/12/24

④ 2020/1/9

※　①審査に未着手（赤色）、②一部説明聴取済＆コメント回答の審査中（黄色）、③一通り説明聴取済＆コメント回答の審査中（緑色）、④概ね審査済み（灰色）

 （注）チェックリスト的に用いるものではない。その時点での審査の全体像を示すものである。「④概ね審査済み（灰色）」であっても、審査の過程で追加の課題が出てくること、ステイタスが例えば④から②へ変わることもあり得る。

重大事故等防止技術的能力
基準１．１０項

重大事故等防止技術的能力
基準１．１１項

重大事故等防止技術的能力
基準１．１２項

事業者は、評価条件のうち除染係数の設定の考え方及び重大事故の連鎖に係
る検討項目について、異なる取扱いをしている箇所があったことから改めて整理
しているところであり、事業者が整理した段階でその内容を確認していく。

事業者は、各重大事故等対処設備の設計条件等について、重大事故の想定箇
所の特定における考え方、対処の目的等を踏まえて整理しているところであり、
事業者が整理した段階でその内容を確認していく。

重大事故等防止技術的能力
基準１．１４項

重大事故等防止技術的能力
基準１．６項

重大事故等防止技術的能力
基準１．１項

重大事故等防止技術的能力
基準１．２項

④

日本原燃(株）再処理施設 事業変更許可（新規制基準適合性審査）に係る審査状況【令和２年１月９日時点】

審査項目

重
大
事
故
等
対
処
施
設
及
び
重
大
事
故
等
対
処
に
係
る
技
術
的
能
力

重大事故等防止技術的能力
基準１．９項

重大事故等防止技術的能力
基準１．８項

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへ
の対応（重大事故等防止技術的能力基準２項関係）

同時に又は連鎖する事故

重大事故等防止技術的能力
基準１．４項

重大事故等防止技術的能力
基準１．５項

重大事故等防止技術的能力
基準１．３項

津波による損傷の防止（第３２条）

重大事故等対処設備（第３３条）

2018/7/13
【地震動】
重大事故等対処施設の地盤（第３０条）
地震による損傷の防止（第３１条）

放射性物質の漏えい

重大事故等防止技術的能力
基準１．１３項

重大事故等防止技術的能力
基準１．７項

重大事故等の拡大の防止等（第２８条）

事象選定

臨界事故

蒸発乾固

水素爆発

有機溶媒火災等

【地質】
重大事故等対処施設の地盤（第３０条）
地震による損傷の防止（第３１条）

火災等による損傷の防止（第２９条）

使用済燃料貯蔵槽の冷却等

重大事故等防止技術的能力基準１．０項

7 
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原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に係る実務 

 

平 成 3 1 年 4 月 

原 子 力 規 制 部 

放射線防護グループ 

 

１．はじめに  

原子力規制委員会1での議論を踏まえ、安全、核セキュリティ及び保障措置

に関して、原子力規制庁の担当部局間の連携を深めるため、事業者から許認可

申請がなされた場合及び検査等を行う際の実務を示す。 

 

２．審査等における実務  

（１）対象とする申請 

原子力施設において新たな設備の設置、既存設備の改造、運用面の変更

等を伴うものとして、以下の申請を相互の情報共有の対象とする。 

（原子力安全に係る申請） 

 設置（変更）許可申請（事業変更許可、届出及び承認申請も含む。） 

 工事計画（変更）認可申請（届出も含む。） 

 設計及び工事の方法（変更）認可申請 

 保安規定（変更）認可申請 

 廃止措置計画（変更）認可申請（届出も含む。） 

（核セキュリティに係る申請） 

 核物質防護規定（変更）認可申請 

 

（２）情報共有の流れ 

 原子力規制部、核セキュリティ部門及び保障措置室は、以下の情報共

有を実施する。 

① 安全に係る申請がなされた場合の情報共有の流れ 

 原子力規制部は、安全に係る許認可申請があった場合、当該申請事

業者が、当該申請に係る対策等が核セキュリティ側の対策及び保障措

置の実施に影響を与えるものかどうかを確認した結果を申請概要等と

ともに核セキュリティ部門及び保障措置室に共有する。 

 

 

                                                   
1 平成 30年度第 5回原子力規制委員会（平成 30年 4月 25日）及び平成 30年度第 27回原子

力規制委員会（平成 30年 9月 5日） 
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② 核セキュリティに係る申請がなされた場合の情報共有の流れ 

 核セキュリティ部門は、核物質防護規定に係る認可申請があった場

合、当該申請事業者が、当該申請に係る対策等が安全側の対策及び保

障措置の実施に影響を与えるものかどうかを確認した結果を申請概要

等とともに原子力規制部及び保障措置室に共有する。 

 

③ 保障措置機器の取付け等に係る情報共有の流れ 

保障措置室は、保障措置機器の更新、新設等が必要な場合、ＩＡＥ

Ａから機器の仕様、設置場所等の情報を入手し、事業者に伝える。ま

た、事業者が安全及び核セキュリティ側の対策に影響を与えるかどう

かを確認した結果を原子力規制部及び核セキュリティ部門に共有す

る。 

 

④共通事項 

 ①～③の共有があった場合、共有された情報を確認し、悪影響等が

懸念される場合には、必要に応じて関係者同席の下での事業者面談

や、ＩＡＥＡとの協議等を行い、相互の悪影響等を可能な限り排除す

べく取り組む。 

 

３．検査等における実務  

（１）安全に係る検査等における情報共有の流れ 

 安全に係る検査官が検査等を実施する中で他の措置に関し気付き事項が

あった場合には、本庁の当該措置の担当部署にその内容を電話等で直接連

絡する。 

 

（２）核セキュリティ及び保障措置に係る検査等における情報共有の流れ 

  核セキュリティに係る検査官又は保障措置の査察官が、他の措置に関し

気付き事項があった場合には、必要に応じ、本庁の当該措置の担当部署に

情報共有等を行う。 

 

（３）共通事項 

（１）又は（２）の共有があった場合、共有された情報を確認し、悪影

響等が懸念される場合には、必要に応じて関係者同席の下での事業者面談

や、ＩＡＥＡとの協議等を行い、相互の悪影響等を可能な限り排除すべく

取り組む。 

25



1 

原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に向けた 

対応状況について 
 

平成３０年９月５日 

原 子 力 規 制 庁 

１．背景 

原子力安全、核セキュリティ1及び保障措置（以下「３Ｓ」という。）は、相互に依存し

干渉する可能性があることから、原子力規制委員会では３Ｓの調和に努めてきた。この調

和をより高いレベルで実現することを念頭に、平成３０年度第５回原子力規制委員会で

「原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に向けた検討について」が議論され、

対応方針が決定された。 

 本資料は、同委員会以降、原子力規制庁が実施してきた内容等を報告し、今後の進め方

について指示を仰ぐことを企図するものである。 

 

２．実施状況報告事項 

（１）被規制者への伝達と状況確認 

（課題）被規制者に対し、３Ｓの調和を図りつつ原子力施設を管理する一義的責任は被

規制者にあることを改めて認識させ、必要な対応を促す。 

原子力規制庁職員が被規制者と面談を行い、被規制者に対し、３Ｓのそれぞれに係る

基準を満たすことはもとより、相互の悪影響を可能な限り排除し、適切な措置を講じる

よう求めるとともに、被規制者より、３Ｓの調和に係る体制、実施状況等を聴取した。

面談は、全ての許可・指定事業者のうち核物質防護規定を定めることとされている２７

社に対して実施した。 

 

①比較的規模の大きい被規制者（発電用原子炉、再処理、加工等の被規制者） 

社内規程等により３Ｓ相互の悪影響を設計段階で排除すべく、担当部署間で確認を

行う等の手続が定められているとの説明がなされた。なお、そのような手続に付議する

か否かの判断が、原子力安全（以下「安全」という。）の設計担当部署のみに委ねられ

る等、対応の漏れを防ぐため一層の取組が望ましい場合も見られたが、被規制者自身も

その点を認識し、対応を進めていくとの説明がなされた。 

 

②比較的規模の小さい被規制者（大学、使用施設等の被規制者） 

少人数の担当者が３Ｓの複数の措置の担当を兼ねるため、特段の手続等を定めるま

でもなく相互の悪影響が排除されうる状況であるとの説明がなされた。 

 

（２）原子力規制庁内の組織的な体制整備 

（課題）職員への研修等の具体策や、信頼性確認制度の指定範囲を検討する。 

３Ｓの関係業務に携わる職員がそれぞれの措置の知識を一定程度有するために、一

部研修の相互受講等の工夫を行うこととする。また、核セキュリティに係る情報の保護

を理由として、新検査制度のため現地に駐在する原子力検査官（以下「現地検査官」と

いう。）の活動が阻害されない状態を担保する観点も含め、既に信頼性確認制度を適用

                                                
1 核セキュリティは RI 法に基づく措置等も含めた広範な概念であるが、本資料では、原子炉等規制法で要求してい
る核物質防護を指す用語として核セキュリティを用いることとする。 
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している本庁職員に加え、現地検査官等に対する適用に向けた検討を進めている。 
 

（３）現行体系下における原子力規制庁内の情報共有の工夫 

（課題）関係部署間及びＩＡＥＡとの相互の情報共有の具体策を検討する。 

被規制者から安全や核セキュリティに係る許認可申請がなされた場合、当該担当部

署から他の措置の担当部署に照会して、それぞれの観点から悪影響がないかを確認す

る旨の運用を本年７月から本格的に開始した。この確認に際しては、必要に応じ、被規

制者との面談への３Ｓ関係者の同席等を実施することとしている。 

また、保障措置と他の措置との間で悪影響が懸念される場合、被規制者の対応に必要

な情報を明確化した上で、ＩＡＥＡを含む関係者間で情報共有や協議を実施している。 

 

３．検査上の取扱い（検討状況報告事項） 
（課題）新検査制度の下での現地検査官等の所掌の範囲や役割分担等を整理する。また

問題に気付いた際の情報の流れや管理等を明確化する。 

新検査制度では、安全に係る検査官と核セキュリティに係る検査官とが「原子力検査

官」に統合された。他方で、安全と核セキュリティとでは、検査官が有するべき知識や

知見、経験はそれぞれ別のものが求められるため、昨年開始した資格制度ではそれぞれ

別の研修コースの受講等を求め、実際上、各検査官の担当分野を峻別している。また、

安全に係る検査の中でも専門的知識が必要なものは本庁の専門検査部門が主体となっ

て実施する予定であることや現地検査官が担う業務量等も考慮し、当面は、現状通り現

地検査官は安全に係る検査等を主に実施することとする。 

ただし、現地検査官が安全に係る検査等を実施する中で、核セキュリティに関する実

態も目にすることが想定されるため、現地検査官は、核セキュリティに関し気付き事項

があった場合には、その内容を本庁の核セキュリティ部門に電話等で直接連絡し、連絡

を受けた同部門が必要な対応を行うこととする。また、保障措置に関し気付き事項があ

った場合にも、同様にその内容を本庁の保障措置室に直接連絡することとする。本対応

は、本年１０月に始まる新検査制度の試運用フェーズ１から可能な範囲で実施する。 

核セキュリティに係る検査官や保障措置の査察官が他の措置の問題に気付く機会は

限定的だと考えられるが、必要に応じ、本庁の関係部署間での情報共有等により３Ｓの

調和を図ることとする。 

なお、総合的な評定については、来年４月以降の試運用フェーズ２での試行を予定し

ており、試運用フェーズ１の状況等も踏まえて検討する。 

 

４．審査に関する制度上の明確化（要審議事項） 
（課題）３Ｓの調和に係る要求について、制度上の明確化に係る検討を進める。 

原子炉等規制法は公共の安全のために原子力施設等に関し必要な規制を行うもので

ある。その具体的規制内容として３Ｓに係る措置が規定されているが、相互に関連性を

持って規定されていないため、相互の規定の間に橋渡しをするためには制度上の手当

が必要である。この手当は、原子炉等規制法の目的等を踏まえれば、法の趣旨に合致す

るものと考えられる2。制度上の手当を検討するに際しては、以下のような論点3に関す

                                                
2 安全に係る規制では災害の防止上支障がないことを、核セキュリティに係る規制では特定核燃料物質の防護上十分

であることを確認することとしていることに留意が必要。 
3 ここでは実用発電用原子炉に係る規制を念頭に整理する。 
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る整理が必要である。 

 

①規制基準か、審査手続か 

 規制基準に３Ｓの調和にかかる要求を組み込むことは、被規制者に適合義務を課す

ものであり、被規制者が許認可申請においてその適合性を示し、規制側が審査でこ

れを確認できない限り、許認可がなされないこととなる。 

 他方、審査手続として定める場合には、個々の申請に対し、規制側が関係部局内で

の情報共有を通じ、３Ｓ相互の悪影響がないかを確認することとなる。 

 なお、安全に係る審査は公開で、核セキュリティに係る審査は非公開で実施してき

ているところ、両者の接点に係る審査については、その公開性に係る議論が必要で

ある。 

 

②設置許可の段階からか、後段規制の段階か 

 規制基準として定める場合、設置許可の段階から組み込む方法と、後段規制の段階

に組み込む方法がある。 

 それぞれに意義や効力は異なり、例えば、最も上流の設置許可段階に組み込むこと

は、基本方針として宣言させる意義はある一方で観念的なものとなる。他方で、後

段規制の段階に組み込むことは、具体的な設備や体制等についての確認となりうる。 

 なお、核セキュリティに関しては、設置許可の段階に係る規定はなく、核物質防護

規定認可に係る手当を行うこととなる。 

 

③個々の設備（ハード面）か、体制整備（ソフト面）か 

 規制基準として定める場合、設置許可基準や技術基準等での個々の設備（ハード面）

に係る手当と、技術的能力や品質基準、保安規定等での体制整備（ソフト面）に係る

手当がありうる。 

 ハード面に係る手当をした場合、個々の設備等に関し悪影響が排除されていること

を被規制者が示し、規制側が審査でその妥当性を確認することとなる。また、設置

許可基準や技術基準で手当した場合はバックフィットの対象となる4。 

 ソフト面に係る手当をした場合、３Ｓの調和のための組織体制、手続や文書管理等

の整備を求め、その妥当性を審査で確認することとなる。この手当は、被規制者に

３Ｓの調和に係る措置を求め、規制側は、被規制者が適切な体制・手順等によりこ

れを実施していることを確認するというものであり、監査的手法を志向する規制の

方向性と整合性があると考えられる。 

 

 ④悪影響排除か、最適化か 

 ３Ｓの調和として３Ｓ相互の悪影響の排除を求めることは、基準適合性の確認に際

し他の措置にも着目し遺漏無きことを念押しするものであり、規制要求する事項と

しては馴染みやすいものと考えられる。 

 他方、最適化までを求めることは、３Ｓを総合的に見てより良い対応を求めるもの

であり、規制側で具体的な基準を設定することは難しいものの、そのための取組を、

３Ｓのそれぞれに係る要求を満たすべく施設を管理する一義的責任を有する被規制

者に対して要求することは、自然なものであると考えられる。 

                                                
4 現行の許認可でそれぞれの基準適合性を既に確認していること等を踏まえ、適切な経過措置を定めることが重要。 
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原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に向けた 

検討について 
 

平成３０年４月２５日 

原 子 力 規 制 庁 

１．はじめに 

原子力安全、核セキュリティ及び保障措置は、それぞれ別個に存在するもので

はなく、相互に依存し干渉する可能性がある。原子炉等規制法においては、これ

らに係る要求は相互に関連性を持って規定されていないが、これらに係る規制を

一元的に所管する原子力規制委員会においては、原子力安全文化に関する宣言及

び核セキュリティ文化に関する行動指針において原子力安全と核セキュリティ

の調和を明記するなど、これらの調和に努めてきた。 

今般、ＩＲＲＳにおいて明らかになった課題1を踏まえ、本年４月から本庁職員

の信頼性確認制度が開始されること、また、本年１０月からは新検査制度の試運

用が開始されることを踏まえ、原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和

をより高いレベルで実現することを目指し、改めて課題等を整理し、対応の方向

性について検討することとしたい。 

 

２．現状 

 検討にあたり、ここでは、（１）本庁を中心に実施される審査の側面、（２）現場

を中心に実施される検査の側面での現状を確認する。 

（１）審査の側面 

原子力安全に係る審査は、原子炉設置（変更）許可及び後段の認可に係る審査

等によって、また、核セキュリティに係る審査は、核物質防護規定（変更）認可

に係る審査によって、それぞれ別の担当部局において実施される。これまで、原

子力安全に係る措置と核セキュリティに係る措置との調和を図り、一方の措置が

他方の措置へ悪影響を及ぼすことなく、それぞれの措置が有機的に機能するよう、

審査に際し担当部局間で情報共有を行うなどの連携を図ってきた。しかしながら、

他の措置との干渉が発生する事例も見られる（別紙事例集）。 

また、保障措置に係る審査として、事業者自らが国際規制物資の適正な計量及

び管理を確保するために定めた計量管理規定（変更）認可に関する審査が実施さ

れる。そもそも保障措置は、ＩＡＥＡとの協定の中で原子力安全に適合するよう

な態様で実施することとされているが、保障措置に係る措置と原子力安全及び核

セキュリティに係る措置との間で、一方の措置が他方の措置へ悪影響を及ぼさな

                                                
1 平成 28 年度第 5 回原子力規制委員会（平成 28 年 4 月 25 日開催）において、「原子力安全

とセキュリティに対する規制がより一層統合された形で行われるような仕組みの構築」が

IRRS において明らかになった課題の１つとして決定された（課題 No.6）。 
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いための審査手順は明確化されておらず、他の措置との干渉が発生する事例も見

られる（別紙事例集）。 

 

（２）検査の側面 

 現行の原子炉等規制法では、原子力安全に係る検査と核セキュリティに係る検

査は別の制度とされ、原子力安全に係る検査は各サイトに常駐する検査官（現地

検査官）、核セキュリティに係る検査は一部を除き本庁の検査官が対応している。

これらの検査は、新検査制度の下では原子力規制検査として一元化され、平成３

２年４月からの本格施行に向け、本年１０月から試運用を予定している。 

なお、保障措置に係る検査等は、査察官及び指定された外部機関により実施さ

れており、この体制は新検査制度に影響されない。 

 

３．調和に向けた対応方針 

 ２．現状を踏まえ、ここでは、（１）審査の側面、（２）検査の側面、及び審査・

検査の両方に関係するものとして（３）横断的事項への対応の側面に整理して、講

じるべき対応方針を示す。 

 

（１）審査の側面 

① 原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に係る要求について、制度

上の明確化に係る検討を進める。 

② 被規制者に対し、原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和を図りつ

つ原子力施設内に存在する施設・設備を管理する一義的責任は被規制者にあ

ることを改めて認識させ、必要な対応を促す。 

 

（２）検査の側面 

① 原子力安全、核セキュリティに関する検査について、現地検査官等の所掌の

範囲や役割分担等（現地検査官は核セキュリティに係る検査を実施するか、

等。）及び現地検査官から本庁への情報共有に関する情報の流れや管理等（情

報共有関係は、現地検査官が核セキュリティに係る検査を行わないと整理す

る場合であっても、日常の巡視の中で検査官が核セキュリティに係る問題に

気付いた際の事項として検討。）を明確化する。 

② 原子力安全に係る事項と核セキュリティに係る事項が含まれる総合的な評

定等の運用方法を検討する。 

③ 原子力規制庁査察官が原子力安全や核セキュリティについて、現地検査官等

が保障措置についての問題に気付いた際の情報共有の具体策等を検討する。 

  

30



3 

（３）横断的側面 

① 本庁の担当部局間の連携を深めるため、関係部局間での相互の情報共有の具

体策を検討する。 

② 保障措置とその他の措置との干渉が懸念される場合には、必要な情報をＩＡ

ＥＡを含む関係者間で事前に共有するための具体策を検討する。 

③ 担当業務への相互理解の醸成を図るため、関係する検査官を含めた職員に対

する研修等の具体策を検討する。 

④ 情報の流れや管理等について、特に地方事務所を考慮して整理する。 

⑤ 信頼性確認制度の運用に際し、核セキュリティ情報（特定核燃料物質の防護

に関する秘密）にアクセスできる職員の指定範囲の明確化について検討する。 

⑥ 必要な規程類及び情報システムを整備する。 

 

４．今後の進め方 

３．（１）②及び３．（３）①については、被規制者への注意喚起、本庁内の関

連部局間での連携手順を定める等、早急に具体化を進める。その他の事項につい

ては、本年夏頃を目途として、新検査制度の試運用等のスケジュールも念頭に、

順次原子力規制委員会に報告する。 

なお、（２）①の検討に際しては、諸外国の実態などについても調査を進める。 
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原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の相互干渉の可能性が 

発見される等の事例集 
 

 

◯事例（安全と核セキュリティ） 

【事例１－①】 

 中央制御室の扉の取替工事に係る核物質防護規定変更認可の審査において、

当該工事による中央制御室の遮蔽性能、耐震性等への影響が個々に示されてい

なかった。 

 庁内関係部局による情報共有が行われなければ、安全への影響が十分に確認

されない可能性があった。 

 

【事例１ー②】 

重大事故等発生時のアクセスルートに係る審査においては、審査の申請書等

に核物質防護に係る具体的な情報が記載されていないため、当該ルート上に防

護設備が設置されていないか等、審査において十分な注意が必要となる。 

 

【事例１－③】 

防護措置のため電源車と燃料タンクを設置したところ、使用済燃料冷却用水

用熱交換器の近傍に燃料タンクが存在することは火災防護の観点から技術基準

の要求事項に抵触する可能性があった。 

そのため、電源車等を撤去する等核物質防護規定を変更した。 

 

【事例１－④】 

 火災防護対策のため周辺防護区域外の森林を伐採し地面をモルタルで固める

措置を実施した。 

 その結果、このモルタル措置により地面が高くなり、結果的に周辺防護区域境

界のフェンスを乗り越えやすい状態となったため追加の防護措置を実施した。  

別紙 
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◯事例（安全と保障措置） 

【事例２－①】 

 保障措置機器の保守のため、IAEA 査察官が機器を確認したところ、電池に焼

痕があり、公設消防により火災と判断された。仮に延焼に至った場合、施設の安

全に影響を及ぼす可能性があった。 

IAEA による調達の不備により、非正規品の電池が使用されていた。 

 

【事例２－②】 

新規制基準適合への対応に伴い施設内で実施される耐震補強作業等が監視装

置の視野障害等、保障措置活動の妨げとなる事例がある。 

 

◯事例（核セキュリティと保障措置） 

【事例３－①】 

IAEA が査察活動として施設の写真撮影を行う場合がある。 

撮影された写真は、事業者の核物質防護担当部署が核物質防護情報が含まれ

ていないことを確認した上で IAEA に提供されるが、確認に時間を要したために

IAEA から写真改ざんの疑義を掛けられる可能性や、防護情報が含まれているこ

とを理由に IAEA に提供できない事例がある。 
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原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の 

インターフェースにおける取組強化の対応状況 

 
令和５年４月25日 

原 子 力 規 制 庁  

 

１ 趣旨 

本議題は、原子力安全（S
．
afety）、核セキュリティ（Nuclear S

．
ecurity）及び保障措置

（S
．
afeguards）（以下「３Ｓ」という。）のインターフェースにおける相互連携の取組を

強化することについて、原子力規制庁による対応状況等を報告するものである。 

 

２ 経緯 

原子力規制委員会は、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）による総合規制評価サービス（ＩＲ

ＲＳ）を受け入れ、平成28年４月23日に「原子力規制委員会は、原子力安全及びセキュリ

ティを統合された形で評価、監視及び実行する取決めの改善を迅速化することを検討すべ

きである。」との提言を受けた。これを踏まえ、原子力規制庁は、平成28年４月25日にＩ

ＲＲＳによって明らかとなった課題「原子力安全とセキュリティに対する規制がより一層

統合された形で行われるような仕組みの構築」を踏まえた対応方針を原子力規制委員会に

報告した参考１参照。 

原子力規制庁は、平成30年４月から原子力規制庁職員の信頼性確認制度、同年10月から

新検査制度の試運用が開始されることも踏まえ、同年４月に原子力安全と核セキュリティ

の調和に保障措置を加えた３Ｓの調和に向けた対応方針と今後の進め方について原子力規

制委員会に報告し了承を受け参考２参照、了承された方針に基づく対応状況を平成30年９月の

原子力規制委員会に報告した参考３参照。 

それらを踏まえ、事業者から許認可申請等がなされた際の情報共有等に係る実務を取り

まとめた文書参考４参照を制定し、継続して３Ｓ調和について取り組んできたところ。 

 

３ 課題と今後の対応 

原子力安全から核セキュリティ及び保障措置への情報共有が十分でないこと、３Ｓの調

和のための原子力規制庁内での体制の不備、研修内容が未確定であること等の課題が抽出

されたため、現状を整理し、原子力規制庁での実務について、相互干渉を起こし得る事例

をまとめ、実務のより詳細な方針（別紙）を制定し、連携強化に取り組んでいるところ別

表参照。 

３Ｓの調和を実践するに当たり、日本原燃株式会社の再処理施設及びMOX燃料加工施設

の許認可に係る審査における経験が、その他の事業等にも活かすことができると考えられ

るため、日本原燃株式会社との面談の場に庁内の３Ｓ担当部署が同席して確認する等の連

携強化に取り組んでいる。 

これにより得られた知見や事例を踏まえ、今後四半期に一度の頻度で３Ｓ関係部署によ

る認識共有及び意見交換を行うこととし、３Ｓに関する事例集の更新や運用の改善を実施

していく。 

実務上の対応のみならず、３Ｓのインターフェースにおける相互連携の制度上での取扱

いについては、今後保安規定上の扱いを明確にする等の検討を行う。 

これらの対応状況については、１年後を目途に原子力規制委員会に報告する。 

 

資料１ 
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（
別
表
）
 

３
Ｓ
調
和
に
向
け
た
対
応
状
況

 

主
な
対
応
方
針
の
概
要
 

（
平
成
30
年
４
月

25
日
原
子
力
規
制
委
員
会
了
承
）
 

平
成
30
年
９
月
５
日
時
点
の
対
応
状
況
の
概
要
 

平
成
30
年
９
月
５
日
以
降
の
対
応
状
況

 
及
び
明
ら
か
に
な
っ
た
課
題
の
概
要

 
※
課
題
は
下
線
部

 
明
ら
か
に
な
っ
た
課
題
へ
の
対
応
の
概
要
 

①
 
審
査
の
側
面
 

・
 
３
Ｓ
の
調
和
に
つ
い
て
制
度
上
で
明
確
化
す
る
こ
と

に
つ
い
て
検
討
を
進
め
る
。

 
（
継
続
議
論
）
 

（
継
続
議
論
）
 

－
 

・
 
３
Ｓ
の
調
和
を
図
り
つ
つ
施
設
管
理
す
る
一
義
的
責

任
は
事
業
者
に
あ
る
こ
と
を
改
め
て
認
識
さ
せ
、
必
要

な
対
応
を
促
す
。

 

・
 
事
業
者
と
面
談
を
行
い
対
応
済
 

・
 
平
成
30
年
９
月
５
日
時
点
で
対
応
済
 

・
 
た
だ
し
、
 

－
 
核
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
許
認
可
申
請
の
際
、

合
わ
せ
て
事
業
者
が
行
っ
た
他
の
２
Ｓ
へ
の
影
響
評

価
結
果
も
提
出
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
こ
れ
が
原
子

力
規
制
庁
・
事
業
者
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
３
Ｓ
の

調
和
に
役
立
っ
て
い
る
一
方
で
、
 

－
 
原
子
力
安
全
に
関
す
る
許
認
可
申
請
の
際
に
は
、

こ
う
し
た
運
用
が
確
立
さ
れ
て
お
ら
ず
、
事
業
者
か

ら
の
他
の
２
Ｓ
へ
の
影
響
評
価
結
果
の
連
絡
は
そ
の

数
も
内
容
も
十
分
で
は
な
い
。
 

 －
 
事
業
者
に
お
け
る
３
Ｓ
の
連
携
を
確
実
な
も
の
と

す
る
た
め
、
継
続
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
必

要
。
 

       ・
 
事
業
者
が
許
認
可
申
請
を
行
う
際
に
は
、
事
業
者
が

行
っ
た
他
の
２
Ｓ
へ
の
影
響
評
価
結
果
を
提
出
す
る
よ

う
面
談
で
周
知
（
措
置
済
）
。

 
  ・

 
今
般
、
日
本
原
燃
株
式
会
社
の
再
処
理
施
設
に
お
け

る
常
時
監
視
対
象
の
区
画
で
の
全
消
灯
事
象
が
発
生
し

た
こ
と
も
あ
り
、
事
業
者
の
３
Ｓ
に
関
す
る
取
組
状
況

を
聴
取
し
認
識
を
共
有
す
る
た
め
、
公
開
の
意
見
交
換

会
合
を
行
う
こ
と
を
検
討
。

 
②
 
検
査
の
側
面
 

・
 
検
査
官
や
査
察
官
に
よ
る
気
付
き
等
情
報
共
有
の
具

体
策
な
ど
を
検
討
す
る
。

 
・

 
他
の
２
Ｓ
に
関
す
る
気
付
き
等
が
あ
る
場
合
、
当
該

担
当
部
署
に
連
絡
す
る
予
定

 
・

 
他
の
２
Ｓ
に
関
す
る
気
付
き
等
が
あ
る
場
合
、
当
該

担
当

部
署

に
連

絡
す

る
運

用
を

行
っ

て
い

る
（

措
置

済
）
。
 

－
 

・
 
原
子
力
安
全
・
核
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
係
る
事
項
が
含

ま
れ
る
総
合
的
な
評
定
等
の
運
用
方
法
を
検
討
す
る
。

 
・

 
新
検
査
制
度
の
試
運
用
フ
ェ
ー
ズ
２
（
平
成

31
年
４

月
以
降
の
重
要
度
評
価
実
施
等
）
で
試
行
す
る
予
定

 
・

 
新
検
査
制
度
の
試
運
用
フ
ェ
ー
ズ
２
で
試
行
し
運
用

し
て
い
る
（
措
置
済
）
。
 

－
 

③
 
横
断
的
側
面
 

・
 
本
庁
関
係
部
局
間
で
の
相
互
の
情
報
共
有
の
具
体
策

を
検
討
す
る
。

 
・

 
許
認
可
申
請
の
際
、
他
の
２
Ｓ
担
当
部
署
に
照
会
し

影
響
確
認
を
行
う
予
定

 
・

 
原
子
力
規
制
部
と
放
射
線
防
護
グ
ル
ー
プ
の
連
名
文

参
考
４
参
照
に
よ
り
、
許
認
可
申
請
の
際
、
他
の
２
Ｓ
担
当

部
署

に
照

会
し

影
響

確
認

す
る

運
用

を
行

っ
て

い
る

（
措
置
済
）
。
 

・
 
た
だ
し
、
原
子
力
規
制
部
の
審
査
に
関
す
る
情
報
収

集
及
び
他
の
２
Ｓ
担
当
部
署
に
共
有
す
る
役
割
を
原
子

力
規
制
企
画
課
に
一
極
集
中
さ
せ
た
た
め
、
業
務
過
多

に
よ
り
機
能
で
き
て
い
な
い
。
 

    ・
 
原
子
力
安
全
に
関
す
る
許
認
可
申
請
の
際
、
他
の
２

Ｓ
担
当
部
署
に
情
報
共
有
す
る
役
割
は
、
原
子
力
規
制

企
画
課
で
は
な
く
、
各
審
査
部
門
が
担
当
す
る
も
の
と

し
た
。
 

・
 
こ
れ
を
踏
ま
え
、
そ
の
他
記
載
の
充
実
を
図
っ
た
上

で
、
原
子
力
規
制
部
と
放
射
線
防
護
グ
ル
ー
プ
の
連
名

文
別
紙
参
照
を
改
め
て
制
定
し
運
用
中
（
措
置
済
）
。

 
・
 
研
修
等
の
具
体
策
を
検
討
す
る
。

 
・

 
３
Ｓ
相
互
に
一
部
研
修
を
受
講
で
き
る
よ
う
に
す
る

等
の
工
夫
を
す
る
予
定

 
・

 
審
査
官
の
任
用
資
格
に
係
る
継
続
教
育
訓
練
の
場
で

３
Ｓ
に
つ
い
て
の
講
義
を
実
施
。
 

・
 
た
だ
し
、
３
Ｓ
に
関
す
る
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
が
定

ま
っ
て
お
ら
ず
、
安
定
的
な
研
修
の
実
施
が
担
保
さ
れ

て
い
な
い
。
 

  ・
 
審
査
官
、
検
査
官
、
査
察
官
の
研
修
に
お
い
て
３
Ｓ

に
係
る
実
務
や
事
例
に
つ
い
て
の
講
義
実
施
を
検
討
。
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原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の 

インターフェースに係る実務 

 

 

令和５年４月制定 

原 子 力 規 制 部 

放射線防護グループ 

 

１．はじめに 

原子力規制委員会1での議論を踏まえ、原子力安全、核セキュリティ及び保障

措置に関して、原子力規制庁の担当部局間の連携を深めるため、事業者から許認

可申請がなされた場合及び検査等を行う際の実務を示す。 

なお、これまで実務の方針を示してきた「原子力安全、核セキュリティ及び保

障措置の調和に係る実務」（平成30年４月 原子力規制部・放射線防護グループ）

は、以後用いない。 

 

２．審査等における実務 

（１）対象とする申請等 

原子力施設において新たな設備の設置、既存設備の改造、運用面の変更等

を伴うものとして、以下の申請等を相互の情報共有の対象とする。なお、保

障措置に係る計量管理規定の認可申請については、原子力安全及び核セキュ

リティに抵触するおそれが低いことから、定常的な情報共有としては対象外

とする。 

（原子力安全に係る申請等） 

 設置（変更）許可申請（事業変更許可、届出及び承認申請も含む。） 

 設計及び工事の計画（変更）認可申請（届出も含む。） 

 保安規定（変更）認可申請 

 廃止措置計画（変更）認可申請（届出も含む。） 

 特定原子力施設に係る実施計画（変更）認可申請 

（核セキュリティに係る申請等） 

 核物質防護規定（変更）認可申請 

 
1 平成 30 年度第 5 回原子力規制委員会（平成 30 年 4 月 25 日）及び平成 30 年度第 27 
回原子力規制委員会（平成 30 年 9 月 5 日） 

別紙 
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（２）情報共有と相互の連携の取組 

原子力規制部、核セキュリティ部門及び保障措置室は、別表の相互影響の

事例を踏まえつつ、以下のとおり取り組むこととする。 

① 安全に係る申請等がなされた場合の取組 

原子力規制部の当該申請等を受理した部門は、原子力安全に係る申請等

（補正を含む。）があった場合、当該申請等の事業者が核セキュリティ側

の対策及び保障措置の実施に影響を与えないよう対応した内容※１を聴取

の上、申請概要等とともに核セキュリティ部門及び保障措置室に共有し、

必要な連携を図る。 

核セキュリティ部門は、原子力規制部から共有を受けた事業者の対応内

容を確認し、核物質防護規定変更認可申請が併せて必要な場合は相互に連

携して審査を進めるなど、必要な対応を行う。【連携策 R1】 

保障措置室は、原子力規制部から共有を受けた事業者の対応内容を確認

し、懸念事項があれば共有するなど必要な対応を行う。【連携策 R2】 

 

② 核セキュリティに係る申請等がなされた場合の取組 

核セキュリティ部門は、核セキュリティに係る申請等（補正を含む。）が

あった場合、当該申請等の事業者が安全側の対策及び保障措置の実施に影

響を与えないよう対応した内容※２を聴取の上、申請概要等とともに原子力

規制部、関連する原子力規制事務所及び保障措置室に共有し、必要な連携

を図る。 

原子力規制部は、核セキュリティ部門から共有を受けた事業者の対応内

容を確認し、設計及び工事の計画の認可申請、保安規定変更認可申請等が

併せて必要な場合は相互に連携して審査を進めるなど、必要な対応を行う。

原子力規制事務所においては、事業者の核セキュリティ対策検討時等の影

響評価の実施状況を把握し、疑義がある場合には、原子力規制部及び核セ

キュリティ部門で調整するよう依頼する。【連携策 R3】 

保障措置室は、共有を受けた事業者の対応内容を確認し、懸念事項があ

れば共有するなど必要な対応を行う。【連携策 R4】 

 

※１ 事業者は、法令遵守として核セキュリティ及び保障措置にも配慮して

各要求を満足するよう施設を管理する必要があり、評価項目等について

は例えば以下のようなものが考えられる。 

【核セキュリティへの影響】 

防護対象の追加等の有無 

5
38



侵入防止対策に係る性能への影響 等 

【保障措置への影響】 

監視装置の視野障害等（工事中の仮設物による影響を含む。） 

封印への接触等での損傷防止への配慮 

保障措置に関連する設計情報の変更の有無 等 

 

※２ 事業者は、核セキュリティ対策か否かにかかわらず、施設内の状況の

変更等に対して安全上の影響がないよう施設を維持することとされて

いる。評価項目等については例えば以下のようなものが考えられる。 

【地震対策への影響】 

荷重増加、波及影響（PP/SG 機器の転倒、落下等による安全機器への

影響） 

【自然現象（地震除く。）対策への影響】 

竜巻防護等で機能を兼用する場合等での設計プロセスの整合、波及

影響 

【火災・溢水対策への影響】 

区画、溢水流路等の設定への影響、可燃物管理との整合 

【電源確保への影響】 

非常用電源の容量設定への影響 

【避難通路、重大事故等対処のアクセスルートへの影響】 

ルート設定への影響、緊急時の措置に当たっての所要時間への影響 

【設計、工事、保全等における影響】 

上記の他、原子力安全に係る許認可が必要な場合のプロセスの整合、

工事、保全等における安全確保への配慮 

 

３．検査等における実務 

（１）原子力安全に係る検査等における情報共有と相互の連携の取組 

原子力安全に係る検査官の検査等において他の措置に関し気付き事項が

あった場合や大きな工程変更等があった場合には、別表の相互影響の事例を

踏まえつつ、核セキュリティ部門又は保障措置室にその内容を連絡するとと

もに、必要に応じて事業者の担当部署にも伝達する。【連携策 I1】 

 

（２）核セキュリティに係る検査等における情報共有と相互の連携の取組 

核セキュリティに係る検査官において他の措置に関し気付き事項があっ

た場合には、別表の相互影響の事例を踏まえつつ、必要に応じて保障措置室、

原子力規制部及び関連する原子力規制事務所に情報共有等を行う。【連携策

6
39



I2】 

 

（３）保障措置に係る対応における情報共有と相互の連携の取組 

保障措置室は、保障措置機器の更新、新設等の工事が必要な場合、ＩＡＥ

Ａから機器の仕様、設置場所等の情報を入手して事業者に伝えるとともに、

事業者から当該工事に係る設計要件の提示を受け、ＩＡＥＡとの協議等を必

要に応じて実施する。また、当該設計要件への適合性に関する事業者の評価

内容について、別表の相互影響の事例を踏まえつつ、必要に応じて原子力規

制部、関連する原子力規制事務所及び核セキュリティ部門に共有する。 

原子力規制部は、保障措置室から共有を受けた事業者の評価内容を確認し、

設計及び工事の計画の認可申請等が併せて必要な場合は相互に連携して審

査を進めるなど、必要な対応を行う。原子力規制事務所においては、事業者

の評価内容を把握し、疑義がある場合には、原子力規制部、保障措置室等で

調整するよう依頼する。【連携策 I3】 

核セキュリティ部門は、保障措置室から共有を受けた事業者の評価内容を

確認し、核物質防護規定変更認可申請が併せて必要な場合は相互に連携して

審査を進めるなど、必要な対応を行う。【連携策 I4】 

また、保障措置室は、ＩＡＥＡの査察官の立入りや写真撮影が行われる際

は、ＩＡＥＡの査察官に対し機密情報となる理由等をあらかじめ説明するな

ど、情報管理に理解を得つつ、運用改善が必要な事項があれば、核セキュリ

ティ部門及び原子力規制部と協議する。その際、国内法の適用が困難な国外

の者や国内第三者への情報開示に問題がないか、保障措置の観点での必要性

を踏まえつつ検討し、秘密情報管理要領第１２条に基づく事後の管理方法も

含めて組織として判断する。【連携策 I5】 

保障措置に係る検査官において他の措置に関し気付き事項があった場合

には、別表の相互影響の事例を踏まえつつ、必要に応じて核セキュリティ部

門、原子力規制部及び関連する原子力規制事務所に情報共有等を行う。【連

携策 I6】 

 

４．連携に当たっての留意事項等 

（１）懸念事項への対応 

相互の連携に取り組むに当たって、原子力安全、核セキュリティ又は保障

措置に関して懸念される事項がある場合には、必要に応じて関係者同席の下

での事業者面談や、ＩＡＥＡとの協議等を行い、相互の悪影響等を可能な限

り排除し、それぞれの目的が達成されるよう取り組む。 
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（２）相互理解の醸成 

相互の連携を円滑に実施するためには、関係者それぞれが原子力安全、核

セキュリティ及び保障措置の目的や取組事項を把握していることが重要で

あり、資格継続研修において連携に係る講義を含めるものとするほか、それ

ぞれの研修カリキュラムを適宜受講するなどに取り組む。 

 

（３）連携に係る環境の整備及び継続的改善 

相互の連携を円滑に実施するための環境の整備（本文書の改定検討や以下

の打合せ等の設定を含む。）は、原子力規制企画課にて行う。継続的改善の

ため、四半期の頻度で原子力規制部、核セキュリティ部門及び保障措置室に

て打合せを設定し、運用状況について認識共有を図るとともに、連携に係る

意見交換を行う。検査官会議等のそれぞれの会議体にも適宜参加し、認識共

有に努める。事業者との意見交換も適宜検討する。 

本文書は、各部局においてマネジメント文書として位置づけ、確実に運用

するものとする。 
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別表：原子力安全、核セキュリティ及び保障措置での相互影響の事例 

 影響を与え得る対策 想定される影響 関連する

連携策 

原

子

力

安

全

に

影

響

を

与

え

る

事

例 

核セキ

ュリテ

ィ対策 

中央制御室への侵

入防止対策（扉の

取替工事等） 

制御室の居住性（インリーク、

遮蔽等）に係る性能に影響を及

ぼし得る。 

連携策 R3 

連携策 I2 

防護壁等の障壁の

設置、改造等 

重大事故等対処におけるアクセ

スルートの確保、対処所要時間

等に影響を及ぼし得る。 

防護措置用の電源

車の燃料タンクの

設置、改造等 

周辺の機器等への火災影響を及

ぼし得る。 

保障措

置対策 

保障措置機器の設

置、改造等 

周辺の機器等への火災影響や落

下等による波及影響を及ぼし得

る。 

連携策 I3 

連携策 I5 

連携策 I6 

IAEA への申告、査

察官の立入り、写

真撮影等 

例外的に特定重大事故等対処施

設等に係る情報にアクセスし得

る。 

核

セ

キ

ュ

リ

テ

ィ

に

影

響

を

与

え

る

事

例 

原子力

安全対

策 

施設の改造等での

防護対象の追加等 

新たな防護設備の設置が必要と

なるなど核セキュリティ対策に

影響を及ぼし得る。 

連携策 R1 

連携策 I1 

周辺防護区域外で

森林伐採等による

防火帯の設置等 

地形変更等で侵入防止対策に係

る性能に影響を及ぼし得る。 

保障措

置対策 

IAEA への申告、査

察官の立入り、写

真撮影等 

例外的に核物質防護に係る情報

にアクセスし得る。 

連携策 I4 

連携策 I5 

連携策 I6 
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保

障

措

置

に

影

響

を

与

え

る

事

例 

原子力

安全対

策 

機器等の保守、工

事等での足場設置

等 

監視装置の視野障害等（照明の

照度不足含む。）、封印への接触

等での損傷で保障措置活動の妨

げとなるおそれがある。 

連携策 R2 

連携策 I1 

施設の改造等での

核燃料物質等の所

在変更等 

新たな監視装置の設置が必要と

なるなど保障措置活動に影響が

出るおそれがある。 

高線量等での立入

禁止区域の設定等 

査察官の立入りができず、保障

措置上の疑義を持たれるおそれ

がある。 

工事、運転等の計

画変更等 

査察官の配置計画変更等で保障

措置活動に影響が出るおそれが

ある。 

核セキ

ュリテ

ィ対策 

査察活動として撮

影した写真の持ち

出し時等の機密情

報管理 

確認に時間を要して改ざんの疑

義を持たれる、持ち出し不可と

なるなどで保障措置活動の妨げ

となるおそれがある。 

連携策 R4 

連携策 I2

連携策 I5 
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日本への総合規制評価サービス（IRRS）ミッション報告書について 

 

平成 28 年 4 月 25 日 

原 子 力 規 制 庁 

 

1. 経緯 

平成２８年４月２２日（日本時間４月２３日）、IAEA は IRRS 報告書を日本政府

に提出した。本報告書及び IRRS において明らかになった課題への対応について

報告する。 

 

（参考：これまでの経緯） 

平成 25年 12 月 IRRS 受入れを表明。 

平成 26年 5 月 自己評価手法に関する IAEA ワークショップ開催の後、自己評価を開始。 

平成 27年 10 月 自己評価の中で抽出された課題とこれらの課題に対する改善措置計画

を含む自己評価書をとりまとめ。 

平成 28年 1 月 IRRS ミッションの受け入れ。 

 

 

2. IRRS 報告書（別添１、別添２）の概要 

○IRRS ミッションの目的は原子力及び放射線安全に関する日本国内の規制の枠

組みに対するピアレビューを実施することである。IRRS チームは日本の規制

の枠組みを IAEA 安全基準と照らしてレビューを行った。今回のミッションに

は規制活動の視察とともに、原子力規制委員会の委員、原子力規制庁の職員、

規制機関や被規制機関等との議論を行った。 

 

○IRRS チームは、原子力及び放射線安全についての法的枠組み、政府及び規制

機関の枠組みに関する近年行われた改正について、2点の良好事例を示した。 

 日本政府は、実効的な独立性及び透明性を有し、権限が強化された新規制

機関として原子力規制委員会を設立し、かつ同機関を支援する枠組みを導

入した。 

 原子力規制委員会は、自然災害対応、重大事故対策、緊急事態に対する準

備、及び既存施設へのバックフィットの分野において東京電力福島第一原

子力発電所事故の教訓を日本の法的枠組みに迅速かつ実効的に反映させ

た。 

強化された規制の枠組みは、例えば原子炉の再稼働に向けた設備の申請を

レビューする際に、厳密かつ透明性の高い形で適用されている。原子力規制

委員会が実施してきた取組は、原子力及び放射線安全への規制監視に対する

一般公衆からの信頼回復に貢献している。 

 

資料１  

11
44



 2 / 2 

 

 

 

○IRRS チームは、日本政府と原子力規制委員会が原子力及び放射線安全を強化

する新しい規制の枠組みを実施するための取り組みを継続すべきであると強

調する。IRRS チームは、日本政府及び／又は原子力規制委員会に対し、日本

の枠組みがIAEA安全基準に継続的に整合するような改善をする必要がある又

は望ましいという１３の勧告及び１３の提言を行った。 

 （勧告・提言） 

 有能で経験豊富な職員を惹きつけ、かつ教育、訓練、研究、及び国際協力

の強化を通じて、原子力及び放射線安全に関する能力を構築させること 

 原子力規制委員会が検査の実効性を向上させることが可能となるように、

関連法令を改正すること 

 高いレベルの安全を達成するため、問いかける姿勢を養うなど、安全文化

の向上を継続し強化すること。これは原子力規制委員会及び被規制者に対

しても等しく適用される。 

 原子力及び放射線安全において、他の規制機関と協調しかつ実効性のある

規制監督活動を実施するため、他の規制機関と規制情報の交換を行うため

の実効的な協力プロセスを策定し実施すること 

 原子力規制委員会が所管業務を実施するために必要となるすべての規制

及び支援プロセスについて、統合マネジメントシステムを作成、文書化し、

完遂すること 

 放射線防護対策の実施の監督により重点を置くこと 

 放射線源の緊急事態に対する準備と対応について要件とガイダンスを策

定すること 

 施設のすべての段階にわたって廃止措置を考慮することの要求化、サイト

の解放と許認可取得者の責務の終了に関する基準を設定すること 等 

  

 

3. IRRS において明らかになった課題への対応について（別紙１、別紙２） 

IRRS において明らかになった課題のうち、「特別の体制（プロジェクトチーム

等）を設けて対応する案件」については、4 月 1 日に設置した制度改正審議室に

て今年度の対応方針案を作成したので、報告する。また、IRRS 報告書の内容を踏

まえて、3 月 16 日に報告した「IRRS において明らかになった課題への対応方針」

を再度検討し、内容を一部更新したので、併せて報告する。 

 

 

12
45



 

 1 / 6 

 

 

IRRS において明らかになった課題への対応について 

平成２８年４月２５日 

原 子 力 規 制 庁 

 

No. ＩＲＲＳにおいて明らかになった課題 課題に対する本年度の対応 実施体制 

関連の勧告・ 

提言・自己評

価における

アクション

プラン1 

 人材育成・確保    

１ （安全研究分野のＪＡＥＡとの協力強化） 

ＪＡＥＡ（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構）に

おける安全研究の強化、人材育成の観点から原子力規制庁

とＪＡＥＡの研究分野の協力の強化 

 ＪＡＥＡ安全研究センターとの定期的な情報交換会を継続。

原子力規制庁からＪＡＥＡへの人材派遣について拡張・強化

し、相互の人材交流の枠組みを年内に強化。 

 ＩＡＥＡ（国際原子力機関）、ＯＥＣＤ/ＮＥＡ（経済協力開発

機構原子力機関）等の国際共同研究プロジェクト活動への参画

を効率的に行うため連携体制を年内に構築。 

 

技術基盤課 勧告５ 

アクション

プラン４ 

 マネジメントシステム    

２  （安全文化の構築） 

安全文化に関する宣言に基づく、高いレベルの安全文化を

維持・向上させるための具体的な取組みの実施（研修・意

識調査等） 

 ＩＡＥＡが作成した安全文化の醸成に関する評価モデルや異

業種等に見られる安全文化の醸成に関する意識調査の手法等

を参考に、評価・調査モデルを導入（平成２９年４月目途）。 

 安全文化の維持・向上のための新たな研修プログラムを構築

（原子力安全人材育成センターと連携）。 

 委員との意見交換、職員同士による対話活動（事前にテーマ

を決めたフォーカスグループの作成等）を実施し、各職員の

業務に反映する取組を実施。 

 

監査・業務改

善推進室 

提言４ 

３  （統合マネジメントシステムの実施） 

○規制及び支援業務に関する統合マネジメントシステムの

構築、文書化及び実施 

・組織共通のプロセスの構築及び展開 

・マネジメントシステムの有効性の確認 

○上記マネジメントシステムを構築するため、原子力規制

委員主導による、複数年にわたる戦略的アプローチの実

施 

○マネジメントシステムを体系的に策定し、各業務を統一

された様式を用いて策定 

 マネジメントシステム及びプロセスの体系化・文書化並びに

運用実績から抽出されたマネジメントシステムの改善に関す

る中期的で戦略的なロードマップを作成。ロードマップの進

捗状況及びマネジメントシステムの有効性は、継続的に確

認・審議。 

 マネジメントシステムの体系化として、マネジメント規程を

補完する文書について、原子力規制委員会マネジメント規程

で示した要求事項の具体的な実施方法、プロセス体系図、文

書体系等を示した文書となるよう作成。 

 プロセスの体系化・文書化として、現在各課において作成中

のプロセスを文書化したマニュアルを完成させるとともに、

原子力安全に直結するプロセス（コアプロセス）と事務的な

管理プロセス（サポートプロセス）に分類した整理を行い、

プロセス体系図を作成。 

 マニュアル及びプロセス体系図を基に、横断的に複数の部等

及び課等に共通するプロセスを統合化するための計画（体制、

スケジュール）を作成し、実施。各マニュアルについては、

フロー図、共通の様式を使用。 

 原子力規制委員会マネジメント規程に基づくＰＤＣＡサイク

ルを適切に実施し、継続的に改善。 

 

監査・業務改

善推進室 

勧告６ 

提言５ 

提言６ 

４  （年度業務計画策定するための関係者からの情報収集の強

化） 

組織内の資源を効率的かつ効果的に活用する観点から、将

来の業務需要を把握するための外部の利害関係者等からの

情報収集を強化 

 平成２８年度上期に、年度業務計画を策定するために必要な

外部の利害関係者等から得るべき情報（事業者からの許認可

申請及び検査申請予定、学協会から民間規格のエンド－ス希

望予定等）について特定。 

 平成２８年度下期に、特定した情報の収集を実施し、その情

監査・業務改

善推進室 

勧告４ 

                                                   
1 平成 27 年 10 月 28 日 第 37 回原子力規制委員会 資料 2-3 原子力安全のための規制基盤に係る自己評価所要約（SARIS Summary Report）参照 

別紙２ 
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 報を次年度業務計画に反映。 

 次年度の内部監査で確認することにより、一層適切な計画策

定に向けた強化。 

 

 規制制度     

５  （規制に係る審査結果等の許認可取得者への連絡） 

規制に係る審査や評価の結果、さらなる規制当局としての

期待、現行の課題を、許認可取得者に連絡するためのメカ

ニズムの実効性の評価 

 原子力規制委員会内規「原子力規制委員会の業務運営の透明

性の確保のための方針」における文書による行政の徹底を推

進するとともに、新規制基準適合性審査の審査結果やヒアリ

ングでの指摘事項のウェブサイトでの公開を引き続き実施。 

なお、現状から向上すべき点等につき、許認可取得者に確認。 

 

原子力規制

企画課 

 

提言３ 

６  （原子力安全とセキュリティのインターフェース） 

原子力安全とセキュリティに対する規制がより一層統合さ

れた形で行われるような仕組みの構築 

 海外の先進的な取組を把握するため、ＩＡＥＡや米国、スイ

ス等の取組について調査。 

 海外の先進的な取組を参考にしつつ、原子力安全と核セキュ

リティの調和に係る実務が適切に行われるよう、被規制者の

申請が他方の措置に干渉するかどうかについて被規制者が十

分に評価することや、審査・検査における確認の仕組み作り

等の取組みを実施。また、原子力規制庁の核物質防護情報取

扱者等を指定する制度の整備 （平成２８年度末目途）。 

 

総務課 

 

（副担当） 

核セキュリ

ティ・核物質

防護室 

原子力規制

企画課 

提言１３ 

７  （設置許可段階における品質保証） 

原子力施設の事業許可等申請段階における品質保証の要求 

 設置許可段階における申請者の品質保証の確保に係る審査の

方法について検討。 

 

原子力規制

企画課 

アクション

プラン６ 

８  （一部設備の解体工事に対する規制） 

原子力施設の一部設備を解体・撤去する作業等であって、

周辺監視区域の外側での線量限度を超えるおそれのあるも

のを規制対象とすること 

 発電所敷地内で設備の解体・撤去等の工事に係る放射線管理に

ついて、事業者に対して状況を確認し、必要に応じて対象工事

の明確化及び審査基準の策定を検討。 

 

原子力規制

企画課 

アクション

プラン８ 

９  （運転期間にわたる廃止措置の考慮） 

原子力及び放射線関連施設の廃止措置を運転期間中でも考

慮することを規制要求すること 

 安全性向上評価のガイドの改正において、運転段階からの廃

止措置計画の策定及びその改定を盛り込む検討を早急に開

始。 

 

原子力規制

企画課 

勧告８ 

１０ （高経年化に関する認可等に係る手続き） 

高経年化に関する既存の３つの手続き（高経年化技術評価、

安全性の向上のための評価、運転期間延長）の関係の整理 

 運転期間延長認可申請で規制が要求している、劣化状況に関

する技術的評価及び保守管理方針策定については、40 年目の

高経年化対策制度においても同様に要求している事項である

ことから、運転期間延長認可申請したプラントにあっては、

当該申請の添付資料を40年目の高経年化対策制度にも活用で

きるように、申請手続きの簡素化を検討。 

 

原子力規制

企画課 

提言７ 

１１ （運転経験反映のための措置） 

○現行の運転経験反映プロセスの再評価 

・安全上重要な事象が十分に報告されるような基準とな

っていること 

・得られた教訓（長期停止後の運転再開時の教訓を含む）

が、事業者により確実に考慮され、適時適切な対策が

講じられていること 

 従来、不明確であった国内情報、研究炉等の情報収集の基準

及びルートを明確化。 

なお、本整理においては、安全上重要な事象が抜けることの

ないよう網羅性のある情報収集手法についても検討。 

 原子力規制庁で検討された教訓については、ＪＡＮＳＩ（一

般社団法人原子力安全推進協会）との間の連絡会を通じて事

業者に提供。 

 

原子力規制

企画課 

 

提言８ 

 ガイド等の策定及び見直し    

１２ （定期的な規制要件及びガイドの見直し） 

規制やガイドを定期的に評価し見直す体系的なプロセスの

構築とその文書化 

 基準規則、規則の解釈及びガイド等について、適宜、評価・

見直しを行う際の基本方針、スクリーニング手法、プライオ

リティ付け及び体制を明確化した文書を作成し、順次、見直

しを実施。 

 旧組織（旧原子力安全・保安院、旧原子力安全委員会）

からの指針、内部規定類の見直し計画の策定及び見直し 

 学協会規格の活用のあり方、学協会規格の見直し計画の

策定及び見直し 

 ＩＡＥＡ、ＯＥＣＤ/ＮＥＡ等の国際知見を反映するため

のプロセスの策定 

 

技術基盤課 

 

（副担当） 

原子力規制

企画課 

放射線対

策・保障措置

室 

 

勧告１１ 

１３ （定期的な規制要件及びガイドの見直し） 

原子力施設に係る審査ガイドの充実 

 次の原子力施設に係る審査ガイドの充実を図る。 

（基準を補完するガイド） 

【基準の補

完ガイド】 

勧告１１ 

アクション
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 平成２８年６月を目途に原子炉制御室の居住性に係る有

毒ガス影響評価ガイドの策定 

 平成２８年９月を目途に維持規格の技術評価及び規則の

解釈への反映 

（審査手順を示すガイド） 

 これまで新規制基準適合性審査の進め方については、体

制、審査の進め方等の文書を個別に制定し業務を実施し

てきたが、個別の業務文書を統合し、業務マニュアルを

策定。 

 

技術基盤課 

【審査手順

のガイド】 

原子力規制

企画課 

プラン９ 

１４ （人的組織的要因の考慮） 

人的及び組織的要因を設計段階で体系的に考慮することの

要求 

 

 次のガイドを策定する中で、設計段階での人的及び組織的要

因を考慮することを要求事項に盛り込む。 

 人的組織要因を考慮した原子炉制御室に関するガイドの

策定 

 根本原因分析評価ガイドの策定 

 安全文化醸成活動評価ガイドの策定 

 

技術基盤課 提言９ 

 

１５ （設計段階における廃止措置の考慮） 

廃止措置や放射性廃棄物発生量の最小化を設計段階で考慮

することの要求 

 廃止措置や廃棄物発生量の最小化を考慮した設計に関して、

国内外の最新状況を調査し、新設炉の動向も踏まえ、平成２

９年以降に規制基準の変更を実施。 

 

技術基盤課 アクション

プラン１４ 

１６ （安全性向上に関するガイド） 

安全性向上に関するガイドの改善 

・原子力施設の事業許可等において前提としたサイト特

性すべての再評価の実施（現状では地震・津波のみ

を評価の対象） 

・原子力施設のサイト外への潜在的影響評価のために必

要となる十分な範囲のサイト特性の調査、それを踏

まえた、サイト外に対するリスク評価の実施 

 安全性向上評価のガイドの改正において、 

 設置許可において評価対象とした原子力施設のリスクに

影響を与えるサイト特性の再評価 

 運転段階からの廃止措置計画の策定及びその改定 

を盛り込む検討を早急に開始。 

 原子炉等施設による敷地境界外へのリスクの評価手法の一つ

として、レベル３確率論的リスク評価（ＰＲＡ）を活用した

リスク評価の導入に向けた検討を開始。 

 

原子力規制

企画課 

勧告１１ 

アクション

プラン１１ 

アクション

プラン１２ 

 

１７ （サイト解放要件） 

廃止措置後のサイト解放の基準の策定 

 ＩＡＥＡ及び諸外国のサイト解放基準に係る要求事項を考慮

し、サイト解放に係る基準案を年内に策定。 

【基準】 

技術基盤課 

【確認方法】 

安全規制管

理官（新型

炉・試験研究

炉・廃止措置

担当）付 

勧告８ 

１８ （浅地中処分に関する廃棄体等に対する要求） 

浅地中処分に関する廃棄物埋設施設、廃棄体の規制基準の

性能規定化 

 第二種廃棄物埋設のピット処分について、廃棄物埋設施設及

び廃棄体の規制基準の機能要求、性能要求及び現在の仕様規

定の関係を整理し、性能規定化した規制基準をとりまとめ。 

 

技術基盤課 アクション

プラン１５ 

１９ （廃炉等廃棄物処分に関する規制基準の整備） 

廃炉等廃棄物処分に関する規制基準の整備 

 炉内等廃棄物の埋設に係る規制について、中深度処分に関す

る規制基準等の考え方の取りまとめに向け、関係省庁との調

整を行うとともに、公衆に対する意見募集を実施。 

 中深度処分に係る事業者に対する規制の枠内に留まらない事

項に係る制度（処分制度）に影響されない要求事項について、

規制基準への反映に係る骨子の策定に向けた検討を実施。 

 

安全規制管

理官（廃棄

物・貯蔵・輸

送担当）付 

アクション

プラン１７ 

２０ （研究所等廃棄物に関する規制基準の整備） 

研究施設等から発生する放射性廃棄物の埋設処分に係る基

準の整備 

 研究施設等から発生する廃棄物及びウラン加工施設から発生

する廃棄物の発生状況、性状等の調査及び中深度処分等の第

二種廃棄物埋設における安全確保の考え方を考慮した研究施

設等廃棄物の埋設に当たっての安全確保の考え方、廃棄体確

認方法に関する基本的考え方をとりまとめ。 

【核廃棄物】 

技術基盤課 

【ＲＩ廃棄

物】 

放射線対

策・保障措置

課 

 

アクション

プラン１７ 

 

２１ （廃棄物埋設の覆土等に関する基準） 

廃棄物埋設施設の覆土時の廃棄物埋設施設確認に係る基準

及び閉鎖後のモニタリングとサーベイランスに関する保安

規定の審査基準の整備 

 浅地中処分の廃棄物埋設施設の覆土時の廃棄物埋設施設確認

に係る基準及び閉鎖後のモニタリングとサーベイランスに関

する保安規定の変更に際する審査基準について、諸外国の先

行事例等を調査し、追加すべき要件等を抽出。 

安全規制管

理官（廃棄

物・貯蔵・輸

送担当）付 

アクション

プラン１６ 
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２２ （眼の水晶体の線量限度） 

職業被ばくに関する眼の水晶体の線量限度について、ＩＡ

ＥＡ安全基準を踏まえて対応 

【RI 法2・炉規法3】 

 放射線障害防止に係る最新の知見（眼の水晶体の等価線量限

度等）の収集・整理に係る検討組織の構築を行い、必要な検

討を実施。 

 平成２８年度内に最新のＩＡＥＡ安全基準を踏まえた眼の水

晶体の線量限度への対応について考え方をとりまとめ。 

【ＲＩ法 2】 

放射線対

策・保障措置

課 

【炉規法 3】 

原子力規制

企画課 

 

アクション

プラン１９ 

 原子力施設の緊急事態に対する準備と対応    

２３ （原子力施設に関するＥＰＲ4の改善） 

○実用発電用原子炉以外の原子力施設に対するＥＡＬ5の

策定 

○原子力施設のＥＡＬ5 を直ちに判断するためのガイダン

スの策定 

 年内に実用発電用原子炉以外の原子力施設に関するＥＡＬ5、

ＥＡＬ5判断の基準の案を策定し、原災指針等に反映。 

【原子力施

設】 

原子力災害

対策・核物質

防護課 

 

勧告１３ 

アクション

プラン２０ 

アクション

プラン２２ 

 

 

 

○事業者が、ＥＰＲ4準備段階に防災計画対象範囲の公衆に

情報提供を行っていることの確認 

 

 「原子力事業者防災業務計画の確認に係る視点等について

（規程）」を改正し、情報提供すべき内容を記載するとともに

情報提供を実施していることを確認。 

 

２４ （類似の業務を担う緊急作業者に対する一貫性のある要件

の適用） 

平成２８年４月から実施される原子力施設の緊急時作業者

の線量限度引き上げ等の制度改正に当たり、類似の業務を

担う緊急作業者に対して一貫性のある要件を適用 

 平成２８年度の保安検査で、緊急作業に係る規則改正への各

許認可取得者の対応について確認。 

 緊急時における許認可取得者（特に発電用原子炉設置者）と

類似の業務を担う緊急作業者との連携について確認。 

 

原子力規制

企画課 

提言１２ 

アクション

プラン２１ 

 放射線源規制・放射線防護    

２５ （登録検査機関が実施した検査結果の許認可手続きへの反

映） 

ＲＩ法 2 に基づき登録検査機関が実施した検査結果を規制

機関が審査した後に許認可を出すように修正 

 登録検査機関が施設検査を実施した後、放射線規制室に検査

結果を報告し、原子力規制庁が当該結果を確認した後に事業

者が使用を開始する流れとなるよう、仕組みを構築（平成２

８年度内目途）。 

 

放射線対

策・保障措置

課 

 

勧告７ 

２６ （検査に関する関係機関との協力と登録検査機関に対する

監督強化） 

原子力又は放射線安全に影響する分野で検査を実施する他

の規制機関との情報交換や協力の実施及びＲＩ法 2 に基づ

き検査を行っている登録検査機関の業務品質と審査の信頼

性を維持向上させるための監督の強化 

 放射線障害防止法第４３条の３の規定に基づく登録認証機関

等への立入検査を実施する体制を構築し、平成２８年度より

実施。 

 適時・適切に登録認証機関等と活動状況に係る情報の共有を

図り、監督を行う体制の構築について必要な調整等を実施。 

 関係省庁（厚労省、国交省等）との間で、検査を通して得ら

れた知見等を共有し、検査で確認する内容、要求するレベル

等の合意を得る場を開催できるよう必要な調整等を実施。 

 

放射線対

策・保障措置

課 

 

提言１ 

２７ （放射線源に関するガイドの充実） 

ＲＩ法 2 に基づく規則及びガイドを定期的に評価・見直す

ためのプロセス、また、新たな必要性が生じた場合のプロ

セスの改善及び文書化並びに必要に応じて、規則のガイド

文書による補完 

 ＲＩ法 2に基づく規制手続きに係る文書（審査、検査、ＲＩセ

キュリティ等ガイドライン）を作成し、原子力規制委員会の

マネジメントシステムの中に位置づけ、定期的な更新を実施。 

 過去の放射線規制室からの事務連絡等を統合した文書を作成

し、事業者に有用なものはウェブサイト等において公表する。

また、当該文書を原子力規制委員会のマネジメントシステム

の中に位置づけ、定期的な更新を実施。 

 

放射線対

策・保障措置

課 

 

勧告１１ 

２８ （放射線防護に関する取組の強化） 

放医研と連携した安全研究強化 

 放射線防護に係る安全研究の推進について、平成 29 年度

概算要求を通じて取組を強化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線対

策・保障措置

課 

 

勧告３ 

 

                                                   
2 RI 法 : 「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」の略称 
3 炉規法 : 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の略称 
4 EPR : Emergency Preparedness and Response 緊急時に対する準備と対応 
5 EAL : Emergency Action Level 緊急時活動レベル 
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 検査・執行    

２９ 〇法令改正による検査制度の改善及び簡素化 

・あらかじめ詳細に決められたものではなく、実績に

基づき、リスク情報を活用し、柔軟性を増すこと 

・検査官がフリーアクセスできる公式な権限の付与 

・対応型検査の実施を現場に近いレベルで決定できる

こと 

〇検査に関する関連規制機関との連携（共同検査に関す

る連絡等） 

〇不適合に対する罰則等の程度を決めるための執行の方

針、安全上重大な事象が差し迫っている場合に是正措

置が迅速に決定できる手続の策定 

〇検査官に対する研修及び再研修の改善 

 

 

 外部有識者を含む検査制度の見直しに関する検討チームお

いて、IRRS の指摘事項、海外の規制機関の事例、事業者の

意見を踏まえつつ、秋頃までを目途に、検査の方法や、検

査で確認された問題に対する是正措置の執行手続きなどに

ついて、詳細な制度設計案を作成する。 

 上記検討を踏まえ、次期通常国会での提出を目標に、法改

正案を作成する（施行は３年後とし、それまでに人材確保・

育成や詳細な規則の整備などを行いたい）。 

 併せて、新たな検査を行うための検査部門の体制強化や人

材確保に資する適切な処遇の確保、新たな検査を行う力量

を有する検査官を育てるための研修体制の整備に向けて、

予算や機構定員の要求、新たな制度・仕組みの検討を行う。 

 同時並行的に、米国ＮＲＣとの調整が整い次第、米国に規

制庁職員を５名程度派遣し、米国の検査制度や検査実務を

学ばせる。 

 

 

制度改正審

議室 

提言１ 

勧告９ 

提言１０ 

勧告１０ 

 

 放射線源規制・放射線防護   

３０ ○放射線安全について責任を負っている政府内規制当局

間での規制活動の調和と協力の強化 

 ・調和された効果的な規制監視 

 ・規制の調和 

・情報交換枠組の構築 

 IRRS の指摘事項等を踏まえつつ、秋頃までを目途に、RI

等取扱事業者への規制要求（緊急時対応体制の整備、盗取

防止措置（セキュリティ）、安全文化・品質保証等）につ

いて、詳細な制度設計案を作成する。 

 上記検討を踏まえ、次期通常国会での提出を目標に、法改

正案を作成する（施行は３年後とし、それまでに人材確

保・育成や詳細な規則の整備などを行いたい）。 

 

制度改正審

議室 

勧告１ 

勧告２ 

勧告３ 

勧告８ 

勧告１２ 

提言１１ 

 

〇以下を含む放射線防護に関する取組の強化、そのため

の一層の資源の割当 

 ・放射線防護に関する規制 

 ・国際基準策定への参画 

 

〇放射線源に関する緊急対応時の準備と対応 

・緊急対応時の準備と対応の要件等の策定 

・原子力規制委員会としての対応計画策定 

 

〇ＩＡＥＡ安全基準における最新知見の取入れ 

〇廃止措置への対応 

 検査体制の充実強化に向けて、新たな検査を行う力量を有

する検査官を育てるための研修体制の整備、機構定員の要

求等の検討を行う。 

 IRRS の指摘事項等を踏まえつつ、秋頃までを目途に、放

射線防護における最新の知見の取り入れのための体制等

について検討する。 

 

〇職業被ばくや公衆被ばく、環境モニタリングに関するサ

ービス提供者に対する許認可制度のための要件の策定 

 国内外の動向を踏まえ、職業被ばく等のモニタリングの品質

保証向上の仕組みについて検討する。 

 人材育成・確保   

３１ 〇人材育成に関する行動計画の策定及び実施 

・課された責任を果たすための能力及び経験のある職

員の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これまでの人材育成の取組や IRRS の指摘事項を踏まえ、

平成 26 年に定めた「職員の人材育成に係る施策の進め方」

のフォローを行い、必要な事項に関しては見直しを行う。

具体的には、特に以下の事項について取り組みを進める。 

・職員の能力評価、業績評価に係る人事評価プロセスの実

施を継続する。 

・行政職技術系職員について、可能な限り安全審査や原子

力規制事務所での勤務を経験させる等、本人の適性や業務

状況等を踏まえ、適時に職務ローテーションを行い、幅広

い原子力規制業務を経験させる。 

 

 

 

 

 

 

 

制度改正審

議室 

勧告５ 

提言２ 

勧告４ 

勧告３ 

提言１０ 

提言９ 

 

17
50



 

 6 / 6 

 

 

 

 

 

 

・国内外の原子力関係機関・大学への派遣や留学等、外部

との人事交流を継続的に実施し、人材育成環境の充実を進

めるとともに、新たな人事交流先の積極的な開拓を進める。 

・検査官に対する力量の試行運用を踏まえ、保安検査官や

施設検査官に係る研修体系の整備を年度末までに行う。ま

た、OJT については各課で OJT を計画的に実施するため

の仕組みを整備し、原課における OJT 制度の整備を進める

ための指針となる OJTガイドを整備する。 

 原子力規制委員会が行った許認可等の行政処分に対するも

のをはじめ、原子力規制委員会が当事者となる訴訟や異議

申し立てが相次いで提起されている状況に的確に対応する

ため、法務を担当する組織・体制の強化を行う。 

・職場としての魅力を改善すること等により、新規採

用確保、技術専門家維持の戦略策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人事院主催の説明会や個別大学での業務説明会、民間主催

の業務説明会等へ継続的に参加し、学生に原子力規制庁の

実態や業務の魅力を発信する。併せて、原子力規制庁の情

報を民間の就職・求人情報サイトへ掲載する等、各種就職

情報発信事業を積極的に活用する。 

 原子力に関する専門知識を持った学生が原子力規制庁を就

職先として積極的に選択できるよう、原子力規制庁独自の

原子力工学系職員採用試験を継続して実施する。 

 技術専門家の維持のため、人材確保に資する適切な処遇の

確保に向けて、新たな制度・仕組みの検討を行う。 

 〇組織体制及び人的資源活用状況の評価 

 ・人的資源活用状況の把握 

 ・現行組織体制の効率性及び効果の評価 

 

 各職員及び各課等の主要な業務量の把握を平成２８年度よ

り開始する。その結果を、適宜、組織としての人的資源の

配置状況の確認及び人的資源の適切な配分等に活用する。 

  

〇強化が必要な分野 

 ・放射線防護分野の抜本的拡充 

 RI 規制の取組強化など今後の放射線防護に係る政策の取

組みを踏まえて検討する。 

 

 ・検査官の研修の充実化 

 

 

 

 検査官等に共通して必要な知識を整理し、能力向上に向け

た研修を整備するための検討を行う。また、検査官等の資

格発令後、受講すべき研修や OJT等を検討し、修了時に能

力の習得状況を確認するプログラムを整備する。 

 

 ・人的組織的要因に関する専門家の確保 

 

 庁内における人的組織的要因等に関する専門家の資源の活

用・育成のほか、職員の新卒採用と併せて中途採用を継続

的に実施し、関係する優れた人材を確保する。 

 

 

18
51



1
1

5
 

 

分
野

 

R
：
勧
告

 

S
：
提
言

 

G
P
：
良
好
事
例

 

勧
告
、
提
言
、
又
は
良
好
事
例

 


 

原
子
力
施
設
周
辺
の
緊
急
時
計
画
区
域
内
の
公
衆
に
対
す
る
情
報
の
提
供
に
許
認

可
取
得
者
が
準
備
段
階
で
参
加
し
て
い
る
こ
と
を
検
証
す
る
手
続
き

 

 
S

1
2
 

提
言
：
政
府
は
関
連
当
局
が
同
等
の
任
務
を
行
う
緊
急
作
業
者
の
区
分
に
応
じ
て
一
貫
性
の

あ
る
要
件
を
定
め
る
よ
う
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

 

1
1
. 
追
加
的
事
項

 
 

 

1
2
.安

全
と
セ
ー
フ
テ
ィ
の
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス

 
S

1
3
 

提
言
：
原
子
力
規
制
委
員
会
は
、
原
子
力
安
全
及
び
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を
統
合
さ
れ
た
形
で
評

価
、
監
視
及
び
実
行
す
る
取
決
め
の
改
善
を
迅
速
化
す
る
こ
と
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

 

 

1
9

52



 

1 

 
原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に向けた 

検討について 
 

平成３０年４月２５日 

原 子 力 規 制 庁 

１．はじめに 

原子力安全、核セキュリティ及び保障措置は、それぞれ別個に存在するもので

はなく、相互に依存し干渉する可能性がある。原子炉等規制法においては、これ

らに係る要求は相互に関連性を持って規定されていないが、これらに係る規制を

一元的に所管する原子力規制委員会においては、原子力安全文化に関する宣言及

び核セキュリティ文化に関する行動指針において原子力安全と核セキュリティ

の調和を明記するなど、これらの調和に努めてきた。 

今般、ＩＲＲＳにおいて明らかになった課題1を踏まえ、本年４月から本庁職員

の信頼性確認制度が開始されること、また、本年１０月からは新検査制度の試運

用が開始されることを踏まえ、原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和

をより高いレベルで実現することを目指し、改めて課題等を整理し、対応の方向

性について検討することとしたい。 

 

２．現状 

 検討にあたり、ここでは、（１）本庁を中心に実施される審査の側面、（２）現場

を中心に実施される検査の側面での現状を確認する。 

（１）審査の側面 

原子力安全に係る審査は、原子炉設置（変更）許可及び後段の認可に係る審査

等によって、また、核セキュリティに係る審査は、核物質防護規定（変更）認可

に係る審査によって、それぞれ別の担当部局において実施される。これまで、原

子力安全に係る措置と核セキュリティに係る措置との調和を図り、一方の措置が

他方の措置へ悪影響を及ぼすことなく、それぞれの措置が有機的に機能するよう、

審査に際し担当部局間で情報共有を行うなどの連携を図ってきた。しかしながら、

他の措置との干渉が発生する事例も見られる（別紙事例集）。 

また、保障措置に係る審査として、事業者自らが国際規制物資の適正な計量及

び管理を確保するために定めた計量管理規定（変更）認可に関する審査が実施さ

れる。そもそも保障措置は、ＩＡＥＡとの協定の中で原子力安全に適合するよう

な態様で実施することとされているが、保障措置に係る措置と原子力安全及び核

セキュリティに係る措置との間で、一方の措置が他方の措置へ悪影響を及ぼさな

                                                
1 平成 28 年度第 5 回原子力規制委員会（平成 28 年 4 月 25 日開催）において、「原子力安全

とセキュリティに対する規制がより一層統合された形で行われるような仕組みの構築」が

IRRS において明らかになった課題の１つとして決定された（課題 No.6）。 

資料３ 
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2 

いための審査手順は明確化されておらず、他の措置との干渉が発生する事例も見

られる（別紙事例集）。 

 

（２）検査の側面 

 現行の原子炉等規制法では、原子力安全に係る検査と核セキュリティに係る検

査は別の制度とされ、原子力安全に係る検査は各サイトに常駐する検査官（現地

検査官）、核セキュリティに係る検査は一部を除き本庁の検査官が対応している。

これらの検査は、新検査制度の下では原子力規制検査として一元化され、平成３

２年４月からの本格施行に向け、本年１０月から試運用を予定している。 

なお、保障措置に係る検査等は、査察官及び指定された外部機関により実施さ

れており、この体制は新検査制度に影響されない。 

 

３．調和に向けた対応方針 

 ２．現状を踏まえ、ここでは、（１）審査の側面、（２）検査の側面、及び審査・

検査の両方に関係するものとして（３）横断的事項への対応の側面に整理して、講

じるべき対応方針を示す。 

 

（１）審査の側面 

① 原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に係る要求について、制度

上の明確化に係る検討を進める。 

② 被規制者に対し、原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和を図りつ

つ原子力施設内に存在する施設・設備を管理する一義的責任は被規制者にあ

ることを改めて認識させ、必要な対応を促す。 

 

（２）検査の側面 

① 原子力安全、核セキュリティに関する検査について、現地検査官等の所掌の

範囲や役割分担等（現地検査官は核セキュリティに係る検査を実施するか、

等。）及び現地検査官から本庁への情報共有に関する情報の流れや管理等（情

報共有関係は、現地検査官が核セキュリティに係る検査を行わないと整理す

る場合であっても、日常の巡視の中で検査官が核セキュリティに係る問題に

気付いた際の事項として検討。）を明確化する。 

② 原子力安全に係る事項と核セキュリティに係る事項が含まれる総合的な評

定等の運用方法を検討する。 

③ 原子力規制庁査察官が原子力安全や核セキュリティについて、現地検査官等

が保障措置についての問題に気付いた際の情報共有の具体策等を検討する。 
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（３）横断的側面 

① 本庁の担当部局間の連携を深めるため、関係部局間での相互の情報共有の具

体策を検討する。 

② 保障措置とその他の措置との干渉が懸念される場合には、必要な情報をＩＡ

ＥＡを含む関係者間で事前に共有するための具体策を検討する。 

③ 担当業務への相互理解の醸成を図るため、関係する検査官を含めた職員に対

する研修等の具体策を検討する。 

④ 情報の流れや管理等について、特に地方事務所を考慮して整理する。 

⑤ 信頼性確認制度の運用に際し、核セキュリティ情報（特定核燃料物質の防護

に関する秘密）にアクセスできる職員の指定範囲の明確化について検討する。 

⑥ 必要な規程類及び情報システムを整備する。 

 

４．今後の進め方 

３．（１）②及び３．（３）①については、被規制者への注意喚起、本庁内の関

連部局間での連携手順を定める等、早急に具体化を進める。その他の事項につい

ては、本年夏頃を目途として、新検査制度の試運用等のスケジュールも念頭に、

順次原子力規制委員会に報告する。 

なお、（２）①の検討に際しては、諸外国の実態などについても調査を進める。 
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原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の相互干渉の可能性が 

発見される等の事例集 
 

 

◯事例（安全と核セキュリティ） 

【事例１－①】 

 中央制御室の扉の取替工事に係る核物質防護規定変更認可の審査において、

当該工事による中央制御室の遮蔽性能、耐震性等への影響が個々に示されてい

なかった。 

 庁内関係部局による情報共有が行われなければ、安全への影響が十分に確認

されない可能性があった。 

 

【事例１ー②】 

重大事故等発生時のアクセスルートに係る審査においては、審査の申請書等

に核物質防護に係る具体的な情報が記載されていないため、当該ルート上に防

護設備が設置されていないか等、審査において十分な注意が必要となる。 

 

【事例１－③】 

防護措置のため電源車と燃料タンクを設置したところ、使用済燃料冷却用水

用熱交換器の近傍に燃料タンクが存在することは火災防護の観点から技術基準

の要求事項に抵触する可能性があった。 

そのため、電源車等を撤去する等核物質防護規定を変更した。 

 

【事例１－④】 

 火災防護対策のため周辺防護区域外の森林を伐採し地面をモルタルで固める

措置を実施した。 

 その結果、このモルタル措置により地面が高くなり、結果的に周辺防護区域境

界のフェンスを乗り越えやすい状態となったため追加の防護措置を実施した。  

別紙 
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2 

 

 

◯事例（安全と保障措置） 

【事例２－①】 

 保障措置機器の保守のため、IAEA 査察官が機器を確認したところ、電池に焼

痕があり、公設消防により火災と判断された。仮に延焼に至った場合、施設の安

全に影響を及ぼす可能性があった。 

IAEA による調達の不備により、非正規品の電池が使用されていた。 

 

【事例２－②】 

新規制基準適合への対応に伴い施設内で実施される耐震補強作業等が監視装

置の視野障害等、保障措置活動の妨げとなる事例がある。 

 

◯事例（核セキュリティと保障措置） 

【事例３－①】 

IAEA が査察活動として施設の写真撮影を行う場合がある。 

撮影された写真は、事業者の核物質防護担当部署が核物質防護情報が含まれ

ていないことを確認した上で IAEA に提供されるが、確認に時間を要したために

IAEA から写真改ざんの疑義を掛けられる可能性や、防護情報が含まれているこ

とを理由に IAEA に提供できない事例がある。 
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原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に向けた 

対応状況について 
 

平成３０年９月５日 

原 子 力 規 制 庁 

１．背景 

原子力安全、核セキュリティ1及び保障措置（以下「３Ｓ」という。）は、相互に依存し

干渉する可能性があることから、原子力規制委員会では３Ｓの調和に努めてきた。この調

和をより高いレベルで実現することを念頭に、平成３０年度第５回原子力規制委員会で

「原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に向けた検討について」が議論され、

対応方針が決定された。 

 本資料は、同委員会以降、原子力規制庁が実施してきた内容等を報告し、今後の進め方

について指示を仰ぐことを企図するものである。 

 

２．実施状況報告事項 

（１）被規制者への伝達と状況確認 

（課題）被規制者に対し、３Ｓの調和を図りつつ原子力施設を管理する一義的責任は被

規制者にあることを改めて認識させ、必要な対応を促す。 

原子力規制庁職員が被規制者と面談を行い、被規制者に対し、３Ｓのそれぞれに係る

基準を満たすことはもとより、相互の悪影響を可能な限り排除し、適切な措置を講じる

よう求めるとともに、被規制者より、３Ｓの調和に係る体制、実施状況等を聴取した。

面談は、全ての許可・指定事業者のうち核物質防護規定を定めることとされている２７

社に対して実施した。 

 

①比較的規模の大きい被規制者（発電用原子炉、再処理、加工等の被規制者） 

社内規程等により３Ｓ相互の悪影響を設計段階で排除すべく、担当部署間で確認を

行う等の手続が定められているとの説明がなされた。なお、そのような手続に付議する

か否かの判断が、原子力安全（以下「安全」という。）の設計担当部署のみに委ねられ

る等、対応の漏れを防ぐため一層の取組が望ましい場合も見られたが、被規制者自身も

その点を認識し、対応を進めていくとの説明がなされた。 

 

②比較的規模の小さい被規制者（大学、使用施設等の被規制者） 

少人数の担当者が３Ｓの複数の措置の担当を兼ねるため、特段の手続等を定めるま

でもなく相互の悪影響が排除されうる状況であるとの説明がなされた。 

 

（２）原子力規制庁内の組織的な体制整備 

（課題）職員への研修等の具体策や、信頼性確認制度の指定範囲を検討する。 

３Ｓの関係業務に携わる職員がそれぞれの措置の知識を一定程度有するために、一

部研修の相互受講等の工夫を行うこととする。また、核セキュリティに係る情報の保護

を理由として、新検査制度のため現地に駐在する原子力検査官（以下「現地検査官」と

いう。）の活動が阻害されない状態を担保する観点も含め、既に信頼性確認制度を適用

                                                
1 核セキュリティは RI 法に基づく措置等も含めた広範な概念であるが、本資料では、原子炉等規制法で要求してい
る核物質防護を指す用語として核セキュリティを用いることとする。 

資料３ 
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している本庁職員に加え、現地検査官等に対する適用に向けた検討を進めている。 
 

（３）現行体系下における原子力規制庁内の情報共有の工夫 

（課題）関係部署間及びＩＡＥＡとの相互の情報共有の具体策を検討する。 

被規制者から安全や核セキュリティに係る許認可申請がなされた場合、当該担当部

署から他の措置の担当部署に照会して、それぞれの観点から悪影響がないかを確認す

る旨の運用を本年７月から本格的に開始した。この確認に際しては、必要に応じ、被規

制者との面談への３Ｓ関係者の同席等を実施することとしている。 

また、保障措置と他の措置との間で悪影響が懸念される場合、被規制者の対応に必要

な情報を明確化した上で、ＩＡＥＡを含む関係者間で情報共有や協議を実施している。 

 

３．検査上の取扱い（検討状況報告事項） 
（課題）新検査制度の下での現地検査官等の所掌の範囲や役割分担等を整理する。また

問題に気付いた際の情報の流れや管理等を明確化する。 

新検査制度では、安全に係る検査官と核セキュリティに係る検査官とが「原子力検査

官」に統合された。他方で、安全と核セキュリティとでは、検査官が有するべき知識や

知見、経験はそれぞれ別のものが求められるため、昨年開始した資格制度ではそれぞれ

別の研修コースの受講等を求め、実際上、各検査官の担当分野を峻別している。また、

安全に係る検査の中でも専門的知識が必要なものは本庁の専門検査部門が主体となっ

て実施する予定であることや現地検査官が担う業務量等も考慮し、当面は、現状通り現

地検査官は安全に係る検査等を主に実施することとする。 

ただし、現地検査官が安全に係る検査等を実施する中で、核セキュリティに関する実

態も目にすることが想定されるため、現地検査官は、核セキュリティに関し気付き事項

があった場合には、その内容を本庁の核セキュリティ部門に電話等で直接連絡し、連絡

を受けた同部門が必要な対応を行うこととする。また、保障措置に関し気付き事項があ

った場合にも、同様にその内容を本庁の保障措置室に直接連絡することとする。本対応

は、本年１０月に始まる新検査制度の試運用フェーズ１から可能な範囲で実施する。 

核セキュリティに係る検査官や保障措置の査察官が他の措置の問題に気付く機会は

限定的だと考えられるが、必要に応じ、本庁の関係部署間での情報共有等により３Ｓの

調和を図ることとする。 

なお、総合的な評定については、来年４月以降の試運用フェーズ２での試行を予定し

ており、試運用フェーズ１の状況等も踏まえて検討する。 

 

４．審査に関する制度上の明確化（要審議事項） 
（課題）３Ｓの調和に係る要求について、制度上の明確化に係る検討を進める。 

原子炉等規制法は公共の安全のために原子力施設等に関し必要な規制を行うもので

ある。その具体的規制内容として３Ｓに係る措置が規定されているが、相互に関連性を

持って規定されていないため、相互の規定の間に橋渡しをするためには制度上の手当

が必要である。この手当は、原子炉等規制法の目的等を踏まえれば、法の趣旨に合致す

るものと考えられる2。制度上の手当を検討するに際しては、以下のような論点3に関す

                                                
2 安全に係る規制では災害の防止上支障がないことを、核セキュリティに係る規制では特定核燃料物質の防護上十分

であることを確認することとしていることに留意が必要。 
3 ここでは実用発電用原子炉に係る規制を念頭に整理する。 
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る整理が必要である。 

 

①規制基準か、審査手続か 

 規制基準に３Ｓの調和にかかる要求を組み込むことは、被規制者に適合義務を課す

ものであり、被規制者が許認可申請においてその適合性を示し、規制側が審査でこ

れを確認できない限り、許認可がなされないこととなる。 

 他方、審査手続として定める場合には、個々の申請に対し、規制側が関係部局内で

の情報共有を通じ、３Ｓ相互の悪影響がないかを確認することとなる。 

 なお、安全に係る審査は公開で、核セキュリティに係る審査は非公開で実施してき

ているところ、両者の接点に係る審査については、その公開性に係る議論が必要で

ある。 

 

②設置許可の段階からか、後段規制の段階か 

 規制基準として定める場合、設置許可の段階から組み込む方法と、後段規制の段階

に組み込む方法がある。 

 それぞれに意義や効力は異なり、例えば、最も上流の設置許可段階に組み込むこと

は、基本方針として宣言させる意義はある一方で観念的なものとなる。他方で、後

段規制の段階に組み込むことは、具体的な設備や体制等についての確認となりうる。 

 なお、核セキュリティに関しては、設置許可の段階に係る規定はなく、核物質防護

規定認可に係る手当を行うこととなる。 

 

③個々の設備（ハード面）か、体制整備（ソフト面）か 

 規制基準として定める場合、設置許可基準や技術基準等での個々の設備（ハード面）

に係る手当と、技術的能力や品質基準、保安規定等での体制整備（ソフト面）に係る

手当がありうる。 

 ハード面に係る手当をした場合、個々の設備等に関し悪影響が排除されていること

を被規制者が示し、規制側が審査でその妥当性を確認することとなる。また、設置

許可基準や技術基準で手当した場合はバックフィットの対象となる4。 

 ソフト面に係る手当をした場合、３Ｓの調和のための組織体制、手続や文書管理等

の整備を求め、その妥当性を審査で確認することとなる。この手当は、被規制者に

３Ｓの調和に係る措置を求め、規制側は、被規制者が適切な体制・手順等によりこ

れを実施していることを確認するというものであり、監査的手法を志向する規制の

方向性と整合性があると考えられる。 

 

 ④悪影響排除か、最適化か 

 ３Ｓの調和として３Ｓ相互の悪影響の排除を求めることは、基準適合性の確認に際

し他の措置にも着目し遺漏無きことを念押しするものであり、規制要求する事項と

しては馴染みやすいものと考えられる。 

 他方、最適化までを求めることは、３Ｓを総合的に見てより良い対応を求めるもの

であり、規制側で具体的な基準を設定することは難しいものの、そのための取組を、

３Ｓのそれぞれに係る要求を満たすべく施設を管理する一義的責任を有する被規制

者に対して要求することは、自然なものであると考えられる。 

                                                
4 現行の許認可でそれぞれの基準適合性を既に確認していること等を踏まえ、適切な経過措置を定めることが重要。 
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原子力安全、核セキュリティ及び保障措置の調和に係る実務 

 

平 成 3 1 年 4 月 

原 子 力 規 制 部 

放射線防護グループ 

 

１．はじめに  

原子力規制委員会1での議論を踏まえ、安全、核セキュリティ及び保障措置

に関して、原子力規制庁の担当部局間の連携を深めるため、事業者から許認可

申請がなされた場合及び検査等を行う際の実務を示す。 

 

２．審査等における実務  

（１）対象とする申請 

原子力施設において新たな設備の設置、既存設備の改造、運用面の変更

等を伴うものとして、以下の申請を相互の情報共有の対象とする。 

（原子力安全に係る申請） 

 設置（変更）許可申請（事業変更許可、届出及び承認申請も含む。） 

 工事計画（変更）認可申請（届出も含む。） 

 設計及び工事の方法（変更）認可申請 

 保安規定（変更）認可申請 

 廃止措置計画（変更）認可申請（届出も含む。） 

（核セキュリティに係る申請） 

 核物質防護規定（変更）認可申請 

 

（２）情報共有の流れ 

 原子力規制部、核セキュリティ部門及び保障措置室は、以下の情報共

有を実施する。 

① 安全に係る申請がなされた場合の情報共有の流れ 

 原子力規制部は、安全に係る許認可申請があった場合、当該申請事

業者が、当該申請に係る対策等が核セキュリティ側の対策及び保障措

置の実施に影響を与えるものかどうかを確認した結果を申請概要等と

ともに核セキュリティ部門及び保障措置室に共有する。 

 

 

                                                   
1 平成 30年度第 5回原子力規制委員会（平成 30年 4月 25日）及び平成 30年度第 27回原子

力規制委員会（平成 30年 9月 5日） 
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② 核セキュリティに係る申請がなされた場合の情報共有の流れ 

 核セキュリティ部門は、核物質防護規定に係る認可申請があった場

合、当該申請事業者が、当該申請に係る対策等が安全側の対策及び保

障措置の実施に影響を与えるものかどうかを確認した結果を申請概要

等とともに原子力規制部及び保障措置室に共有する。 

 

③ 保障措置機器の取付け等に係る情報共有の流れ 

保障措置室は、保障措置機器の更新、新設等が必要な場合、ＩＡＥ

Ａから機器の仕様、設置場所等の情報を入手し、事業者に伝える。ま

た、事業者が安全及び核セキュリティ側の対策に影響を与えるかどう

かを確認した結果を原子力規制部及び核セキュリティ部門に共有す

る。 

 

④共通事項 

 ①～③の共有があった場合、共有された情報を確認し、悪影響等が

懸念される場合には、必要に応じて関係者同席の下での事業者面談

や、ＩＡＥＡとの協議等を行い、相互の悪影響等を可能な限り排除す

べく取り組む。 

 

３．検査等における実務  

（１）安全に係る検査等における情報共有の流れ 

 安全に係る検査官が検査等を実施する中で他の措置に関し気付き事項が

あった場合には、本庁の当該措置の担当部署にその内容を電話等で直接連

絡する。 

 

（２）核セキュリティ及び保障措置に係る検査等における情報共有の流れ 

  核セキュリティに係る検査官又は保障措置の査察官が、他の措置に関し

気付き事項があった場合には、必要に応じ、本庁の当該措置の担当部署に

情報共有等を行う。 

 

（３）共通事項 

（１）又は（２）の共有があった場合、共有された情報を確認し、悪影

響等が懸念される場合には、必要に応じて関係者同席の下での事業者面談

や、ＩＡＥＡとの協議等を行い、相互の悪影響等を可能な限り排除すべく

取り組む。 
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資料 2 

 

貯蔵後に輸送する使用済燃料輸送物に係る経年変化の考慮について 
 

令和２年１２月２３日 

原 子 力 規 制 庁 
 

１．経緯 

 令和 2年 11月 18日の第 38回原子力規制委員会における指摘を踏まえ、貯蔵後に輸送す
る使用済燃料輸送物に係る経年変化の考慮に関する規制上の取扱いについては、以下のとお

りとする。 
 

２．貯蔵後に輸送する使用済燃料輸送物に係る経年変化の考慮についての規制上の取扱い 

（１）設計承認段階 
設計承認の段階においては、収納物（使用済燃料）及び容器（乾式金属キャスク）の経

年変化を考慮した設計に関し、申請者に以下の表１及び表２の例1のような内容の説明を

求める。 

なお、設計承認申請には、これらの他、従来と同様に、輸送物の製作方法や発送前検査

の方法についても記載を求める。 
 

表１ 収納物（使用済燃料）に係る経年変化の考慮の例 
部材 
／材料 

要

因 経年変化の事象 経年変化を考慮した設計 貯蔵期間中、左記設計が維持さ
れていたことを確認する記録 

燃
料
被
覆
管
／
ジ
ル
カ
ロ
イ 

熱 

高温環境下による燃料被

覆管のクリープ歪みの進

行による破損、水素化物

の再配向による脆化等 

燃料被覆管の温度が定め

た条件以下に貯蔵期間中

維持されるように除熱設

計する。 

輸送物の表面温度 

放

射

線 

中性子照射による燃料被

覆管の機械特性の変化 

（貯蔵期間中の中性子照

射による機械特性の変化

に影響はないことから設

計上の考慮は要しない。） 

（記録を要しない） 

化

学 
キャスク内残存水分等に

よる燃料被覆管の腐食 

燃料被覆管の腐食に対し

ては、真空乾燥した上で不

活性ガスとともに封入す

る。不活性ガス雰囲気が維

持されることを確認する

ため貯蔵期間中の二重蓋

間の圧力を監視・測定でき

るように設計する。 

二重蓋間の圧力 

                                                   
1 「金属製乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵施設における金属製乾式キャスクとその収納物の長期健
全性について」(平成 21年 6月 25日 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 核燃料サイクル安
全小委員会 中間貯蔵ワーキンググループ 輸送ワーキンググループ）、「使用済燃料中間貯蔵に係る貯蔵後輸
送の安全性確保方策について」(平成 22年 2月 3日 輸送物技術顧問会）、「使用済燃料中間貯蔵施設用金属キ
ャスクの安全設計及び検査基準」(2010年 7月 社団法人 日本原子力学会）を参照している。 
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表２ 容器（乾式金属キャスク）に係る経年変化の考慮の例 
部材 
／材料 

要

因 経年変化の事象 経年変化を考慮した設計 貯蔵期間中、左記設計が維持さ

れていたことを確認する記録 

中
性
子
遮
蔽
材
／
レ
ジ
ン 

熱 
化学成分の変化や

重量減損による遮

蔽機能の低下 

貯蔵期間中の加熱による重量減

損を考慮した設計を行う。 （記録を要しない） 

放

射

線 

化学成分の変化や

重量減損による遮

蔽機能の低下 

貯蔵期間中の放射線による重量

減損を考慮した設計を行う。 （記録を要しない） 

化

学 熱的要因と同じ （記録を要しない） 

バ
ス
ケ
ッ
ト
／
ほ
う
素
添
加
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金 

熱 
クリープ変形や高

温脆化による強度

の低下 

高温環境下にあるため、クリー

プ変形及び時効硬化への影響に

よる強度低下を考慮した設計を

行う。 

（記録を要しない） 

放

射

線 

照射による脆化及

び照射に伴うほう

素減損による臨界

防止機能の低下 

貯蔵期間中の放射線照射による

機械的脆化及び中性子照射に伴

うほう素減損を考慮して設計す

る。 

（記録を要しない） 

化

学 
腐食による強度の

低下 

バスケットの腐食に対しては、

真空乾燥した上で不活性ガスと

ともに封入する。不活性ガス雰

囲気が維持されることを確認す

るため貯蔵期間中の二重蓋間の

圧力を監視・測定できるように

設計する。 

二重蓋間の圧力 

 
（２）運搬物確認段階 

申請者は、貯蔵後輸送前の発送前検査において、（１）の例について言えば、表１及び

表２に掲げる設計が、貯蔵期間中維持されていたことを記録等により確認し、規制当局は

運搬物確認として申請者が実施した発送前検査の結果を確認する。 
 

 

以上 
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